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用開始の告示 （294） ······················· 30 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （295） ····· 30 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （296） ····· 30 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （297） ····· 31 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （298） ····· 31 

○世田谷区公共物管理条例施行規則

に基づく区管理道路線の一部廃止

の告示 （299） ······························· 31 

○介護保険法に基づく指定介護予防

支援事業者の指定の告示 （300） ········ 31 

○介護保険法に基づく指定介護予防

支援事業者の指定の告示 （301） ········ 31 

○介護保険法に基づく指定居宅介護

支援事業者の指定の告示 （302） ········ 31 

○介護保険法に基づく指定地域密着

型サービス事業の廃止の届出の告

示 （303） ····································· 31 

○介護保険法に基づく指定地域密着

型サービス事業者の指定の告示

（304） ·········································· 31 

○介護保険法に基づく指定地域密着

型サービス事業者の指定の告示

（305） ·········································· 31 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （306） ····· 31 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （307） ····· 32 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （308） ····· 32 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （309） ····· 32 

○道路法に基づく特別区道路線の区

域変更及び供用開始の告示 （310） ····· 32 

○世田谷区公共物管理条例施行規則

に基づく区管理道路線の区域変更

及び供用開始の告示 （311） ·············· 32 

○建築基準法に基づく道路位置指定

の取消しの告示 （312） ···················· 32 

   公   告 

○都市計画法に基づく都市計画事業

の事業計画の変更図書の写しの送

付に伴う関係図書縦覧の公告（24） ····· 32 

○都市計画法に基づく開発行為に関

する工事の完了公告 （25） ··············· 32 

○建築基準法第86条の２第１項の規

定による建築物の認定の公告（26） ····· 32 

○建築基準法第86条の２第１項の規

定による建築物の認定の公告（27） ····· 32 

   訓 令 甲（教） 

○世田谷区教育委員会事案決定手続

規程の一部改正 （１） ····················· 33 

○世田谷区教育委員会事務局統括課

長、課長補佐及び主任の職の指定

等に関する規程の一部改正 （２） ······· 33 

○世田谷区立図書館処務規程の一部

改正 （３） ···································· 33 

○世田谷区立学校等衛生管理者等設

置規程の一部改正 （４） ·················· 34 

○世田谷区教育委員会服務監察規程

の一部改正 （５） ··························· 34 

○世田谷区教育委員会会計年度任用
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職員及び世田谷区教育委員会会計

年度任用講師の服務の宣誓に関す

る取扱規程の一部改正 （６） ············ 34 

   告   示（教） 

○世田谷区教育委員会公印規程の一

部を改正する告示 （11） ·················· 34 

   規   則（議） 

○世田谷区議会委員会傍聴規則の一

部を改正する規則 （２） ·················· 34 

   告   示（農） 

○農業委員会等に関する法律に基づ

く農業委員会総会の開催の告示

（４） ·········································· 34 

   告   示（監） 

○地方自治法に基づく令和５年度財

政援助団体等監査の結果の報告の

公表 （４） ··································· 34 

○地方自治法に基づく令和５年度工

事監査の結果の報告の公表 （５） ······ 63 
○住民監査請求に係る監査の結果の

公表 （６） ··································· 69 
                    

条   例 
                    

 次に掲げる条例を公布する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 

世田谷区条例第26号 

 世田谷区特別区税条例の一部を改正する

条例 

世田谷区条例第27号 

 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有す

る軽自動車等に対する軽自動車税の種別

割の賦課徴収の特例に関する条例の一部

を改正する条例 

                    

   世田谷区特別区税条例の一部を改正

する条例 

 世田谷区特別区税条例（昭和39年12月世

田谷区条例第74号）の一部を次のように改

正する。 

 付則第３条の６の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の区民税の特別税額控除） 

第３条の７ 令和６年度分の区民税に限り、

法附則第５条の８第４項及び第５項に規

定するところにより控除すべき区民税に

係る令和６年度分特別税額控除額を、前

年の合計所得金額が1,805万円以下である

所得割の納税義務者（次条及び付則第３

条の９において「特別税額控除対象納税

義務者」という。）の第18条から第20条の

３まで、付則第２条の４第２項、付則第

３条の３第１項、付則第３条の５の２第

１項、前条及び付則第５条の２の規定を

適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における

第20条第２項、第35条の５第１項及び前

条の規定の適用については、第20条第２

項及び前条中「附則第５条の６第２項」

とあるのは「附則第５条の６第２項及び

第５条の８第６項」と、第35条の５第１

項中「課した」とあるのは「付則第３条

の７第１項の規定の適用がないものとし

た場合に課すべき」と、「の前々年中」と

あるのは「の同項の規定の適用がないも

のとした場合における前々年中」と、「、

前々年中」とあるのは「、付則第３条の

７第１項の規定の適用がないものとした

場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の区民税の納税通知書に関

する特例） 

第３条の８ 令和６年度分の区民税に限り、

区民税の納税通知書に記載すべき各納期

の納付額については、第29条の規定にか

かわらず、次に定めるところによる。 

 ⑴ 特別税額控除対象納税義務者の特別

税額控除前の普通徴収に係る区民税の

額（前条第１項の規定の適用がないも

のとした場合に算出される普通徴収に

係る区民税の額をいう。）、特別税額控

除前の普通徴収に係る都民税の額（法

附則第５条の８第１項及び第２項の規

定の適用がないものとした場合に算出

される普通徴収に係る都民税の額をい

う。）及び普通徴収に係る森林環境税の

額の合算額（以下この号において「特

別税額控除前の普通徴収に係る住民税

の額」という。）からその者の普通徴収

に係る区民税の額、普通徴収に係る都

民税の額及び普通徴収に係る森林環境

税の額の合算額を控除した額（以下こ

の項において「普通徴収の住民税に係

る特別税額控除額」という。）がその者

の特別税額控除前の普通徴収に係る住

民税の額を４で除して得た金額（当該

金額に1,000円未満の端数があるとき、

又は当該金額の全額が1,000円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項におい

て「分割金額」という。）に３を乗じて

得た金額をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る住民税の額から控除し

た残額に相当する金額（以下この項に

おいて「第１期分金額」という。）に満

たない場合には、当該納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、第28条第

１項に規定する第１期の納期（以下こ

の項、次項及び次条第１項において「第

１期納期」という。）においてはその者

の第１期分金額からその者の普通徴収

の住民税に係る特別税額控除額を控除

した額とし、その他のそれぞれの納期

においてはその者の分割金額とする。 

 ⑵ 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の住民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額以上であり、か

つ、その者の第１期分金額とその者の

分割金額との合計額に満たない場合に

は、当該納税通知書に記載すべき各納

期の納付額は、第１期納期においては

ないものとし、第28条第１項に規定す

る第２期の納期（以下この項及び次条

第１項において「第２期納期」という。）

においてはその者の第１期分金額とそ

の者の分割金額との合計額からその者

の普通徴収の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、第28条第１項

に規定する第３期の納期（以下この項

において「第３期納期」という。）及び

同条第１項に規定する第４期の納期

（以下この項において「第４期納期」

という。）においてはその者の分割金額

とする。 

 ⑶ 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の住民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額とその者の分割

金額との合計額以上であり、かつ、そ

の者の第１期分金額とその者の分割金

額に２を乗じて得た金額との合計額に

満たない場合には、当該納税通知書に

記載すべき各納期の納付額は、第１期

納期及び第２期納期においてはないも

のとし、第３期納期においてはその者

の第１期分金額とその者の分割金額に

２を乗じて得た金額との合計額からそ

の者の普通徴収の住民税に係る特別税

額控除額を控除した額とし、第４期納

期においてはその者の分割金額とする。 

 ⑷ 特別税額控除対象納税義務者の普通

徴収の住民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額とその者の分割

金額に２を乗じて得た金額との合計額

以上である場合には、当該納税通知書

に記載すべき各納期の納付額は、第１

期納期、第２期納期及び第３期納期に

おいてはないものとし、第４期納期に

おいてはその者の普通徴収に係る区民

税の額、普通徴収に係る都民税の額及

び普通徴収に係る森林環境税の額の合

算額とする。 

２ 令和６年度分の区民税（第１期納期か

ら第35条第１項の規定により普通徴収の

方法によって徴収されることとなったも

のを除く。）を同項の規定により普通徴収

の方法によって徴収する場合については、

前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に

係る区民税に関する特例） 

第３条の９ 令和６年度分の区民税に限り、

第35条の２第１項の規定により特別徴収

の方法によって徴収すべき公的年金等に

係る所得に係る区民税（第３項において

「年金所得に係る特別徴収の区民税」と

いう。）の額及び同条第２項の規定により

普通徴収の方法によって徴収すべき公的

年金等に係る所得に係る区民税の額につ

いては、次に定めるところによる。 

 ⑴ 特別税額控除対象納税義務者の特別

税額控除前の年金所得に係る区民税の

額（付則第３条の７第１項の規定の適

用がないものとした場合に算出される

第35条の２第１項に規定する前年中の

公的年金等に係る所得に係る所得割額

及び均等割額（これと併せて賦課徴収

を行う森林環境税額を含む。以下この

号及び第５号において同じ。）の合算額

（以下この号及び第５号において「年

金所得に係る所得割額及び均等割額の

合算額」という。）をいう。以下この号

及び第３項第１号において同じ。）から

その者の年金所得に係る所得割額及び

均等割額の合算額を控除した額（以下

この項及び第３項において「年金所得

に係る区民税に係る特別税額控除額」

という。）がその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る区民税の額（特別税額

控除前の年金所得に係る区民税の額か
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ら特別税額控除前の特別徴収に係る区

民税の額（特別税額控除前の年金所得

に係る区民税の額の２分の１に相当す

る額をいう。以下この号において同じ。）

を控除した額をいう。以下この号にお

いて同じ。）を２で除して得た金額（当

該金額に1,000円未満の端数があるとき、

又は当該金額の全額が1,000円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項におい

て「第２期分金額」という。）をその者

の特別税額控除前の普通徴収に係る区

民税の額から控除した残額に相当する

金額（以下この項において「第１期分

金額」という。）に満たない場合には、

第１期納期及び第２期納期に普通徴収

の方法によって徴収すべき公的年金等

に係る所得に係る区民税の額（以下こ

の項において「普通徴収対象税額」と

いう。）並びに第35条の３に規定する特

別徴収対象年金給付の支払をする際、

特別徴収の方法によって徴収すべき公

的年金等に係る所得に係る区民税の額

（以下この項及び第３項において「特

別徴収対象税額」という。）は、第１期

納期においてはその者の第１期分金額

からその者の年金所得に係る区民税に

係る特別税額控除額を控除した残額に

相当する税額、第２期納期においては

その者の第２期分金額に相当する税額、

当該年度の初日の属する年の10月１日

から11月30日までの間においてはその

者の特別税額控除前の特別徴収に係る

区民税の額を３で除して得た金額（当

該金額に100円未満の端数があるとき、

又は当該金額の全額が100円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てた金額。以下この項におい

て「分割金額」という。）に２を乗じて

得た金額をその者の特別税額控除前の

特別徴収に係る区民税の額から控除し

た残額に相当する金額（以下この項に

おいて「10月分金額」という。）に相当

する税額、同年12月１日から翌年の３

月31日までの間においてはその者の分

割金額に相当する税額とする。 

 ⑵ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額以上であり、

かつ、その者の第１期分金額とその者

の第２期分金額との合計額に満たない

場合には、普通徴収対象税額及び特別

徴収対象税額は、第１期納期における

税額はないものとし、第２期納期にお

いてはその者の第１期分金額とその者

の第２期分金額との合計額からその者

の年金所得に係る区民税に係る特別税

額控除額を控除した残額に相当する税

額、当該年度の初日の属する年の10月

１日から11月30日までの間においては

その者の10月分金額に相当する税額、

同年12月１日から翌年の３月31日まで

の間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

 ⑶ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額とその者の

第２期分金額との合計額以上であり、

かつ、その者の第１期分金額、その者

の第２期分金額及びその者の10月分金

額の合計額に満たない場合には、普通

徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第１期納期及び第２期納期における税

額はないものとし、当該年度の初日の

属する年の10月１日から11月30日まで

の間においてはその者の第１期分金額、

その者の第２期分金額及びその者の10

月分金額の合計額からその者の年金所

得に係る区民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年

12月１日から翌年の３月31日までの間

においてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

 ⑷ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額、その者の

第２期分金額及びその者の10月分金額

の合計額以上であり、かつ、その者の

第１期分金額、その者の第２期分金額、

その者の10月分金額及びその者の分割

金額の合計額に満たない場合には、普

通徴収対象税額及び特別徴収対象税額

は、第１期納期及び第２期納期並びに

当該年度の初日の属する年の10月１日

から11月30日までの間における税額は

ないものとし、同年12月１日から翌年

の１月31日までの間においてはその者

の第１期分金額、その者の第２期分金

額、その者の10月分金額及びその者の

分割金額の合計額からその者の年金所

得に係る区民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年

２月１日から３月31日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額

とする。 

 ⑸ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額、その者の

第２期分金額、その者の10月分金額及

びその者の分割金額の合計額以上であ

る場合には、普通徴収対象税額及び特

別徴収対象税額は、第１期納期及び第

２期納期並びに当該年度の初日の属す

る年の10月１日から翌年の１月31日ま

での間における税額はないものとし、

同年２月１日から３月31日までの間に

おいてはその者の年金所得に係る所得

割額及び均等割額の合計額に相当する

税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における

第35条の４の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税

額を当該年度の初日の属する年の10月１

日から翌年の３月31日までの間における

当該特別徴収対象年金所得者に係る特別

徴収対象年金給付の支払の回数で除して

得た額」とあるのは、「付則第３条の９第

１項各号に規定する特別徴収の方法によ

って徴収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の区民税に限り、年金所

得に係る特別徴収の区民税の額（第１項

の規定の適用があるものを除く。）につい

ては、次に定めるところによる。 

 ⑴ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の特別税額控除前の特別徴

収に係る区民税の額（特別税額控除前

の年金所得に係る区民税の額から第35

条の５第１項に規定する年金所得に係

る仮特別徴収税額を控除した額をいう。

以下この号において同じ。）を３で除し

て得た金額（当該金額に100円未満の端

数があるとき、又は当該金額の全額が

100円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てた金額。以下

この項において「分割金額」という。）

に２を乗じて得た金額をその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る区民税の

額から控除した残額に相当する金額

（以下この項において「10月分金額」

という。）に満たない場合には、特別徴

収対象税額は、当該年度の初日の属す

る年の10月１日から11月30日までの間

においてはその者の10月分金額からそ

の者の年金所得に係る区民税に係る特

別税額控除額を控除した残額に相当す

る税額、同年12月１日から翌年の３月

31日までの間においてはその者の分割

金額に相当する税額とする。 

 ⑵ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の10月分金額以上であり、

かつ、その者の10月分金額とその者の

分割金額との合計額に満たない場合に

は、特別徴収対象税額は、当該年度の

初日の属する年の10月１日から11月30

日までの間における税額はないものと

し、同年12月１日かち翌年の１月31日

までの間においてはその者の10月分金

額とその者の分割金額との合計額から

その者の年金所得に係る区民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当

する税額、同年２月１日から３月31日

までの間においてはその者の分割金額

に相当する税額とする。 

 ⑶ 特別税額控除対象納税義務者の年金

所得に係る区民税に係る特別税額控除

額がその者の10月分金額とその者の分

割金額との合計額以上である場合には、

特別徴収対象税額は、当該年度の初日

の属する年の10月１日から翌年の１月

31日までの間における税額はないもの

とし、同年２月１日から３月31日まで

の間においてはその者の第35条の５第

２項の規定により読み替えられた第35

条の２第１項に規定する年金所得に係

る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における

第35条の４の規定の適用については、同

条第２項中「年金所得に係る特別徴収税

額を当該年度の初日の属する年の10月１

日から翌年の３月31日までの間における

当該特別徴収対象年金所得者に係る特別

徴収対象年金給付の支払の回数で除して

得た額」とあるのは、「付則第３条の９第

３項各号に規定する特別徴収の方法によ

って徴収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の区民税につき第35条の
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６第１項の規定の適用がある場合につい

ては、前各項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の区民税の特別税額控除） 

第３条の10 令和７年度分の区民税に限り、

法附則第５条の12第３項及び第４項に規

定するところにより控除すべき区民税に

係る令和７年度分特別税額控除額を、同

条第３項に規定する特別税額控除対象納

税義務者の第18条から第20条の３まで、

付則第２条の４第２項、付則第３条の３

第１項、付則第３条の５の２第１項、付

則第３条の６及び付則第５条の２の規定

を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 

 付則第４条第２項中「前条」を「付則第

３条の６」に改め、同条第３項を次のよう

に改める。 

３ 前項の規定の適用がある場合における

第20条の３第１項、付則第３条の７第１

項及び前条の規定の適用については、第

20条の３第１項中「第18条から前条まで」

とあるのは「第18条から前条まで及び付

則第４条第２項」と、付則第３条の７第

１項中「前条及び」とあるのは「前条、

付則第４条第２項及び」と、前条中「付

則第３条の６及び」とあるのは「付則第

３条の６、次条第２項及び」とする。 

 付則第８条第３項に次の１号を加える。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第８条第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第９条第３項に次の１号を加える。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第９条第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第10条第３項に次の１号を加える。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第10条第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第12条第５項に次の１号を加える。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第12条第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第13条第２項に次の１号を加える。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第13条第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第14条第２項に次の１号を加える。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第14条第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第14条の２第２項に次の１号を加え

る。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第14条の２第１項の規定によ

る区民税の所得割の額」とする。 

 付則第14条の２第５項に次の１号を加え

る。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第14条の２第３項後段の規定

による区民税の所得割の額」とする。 

 付則第14条の３第２項に次の１号を加え

る。 

 ⑸ 付則第３条の７及び第３条の10の規

定の適用については、付則第３条の７

第１項及び付則第３条の10中「所得割

の額」とあるのは、「所得割の額並びに

付則第14条の３第１項の規定による区

民税の所得割の額」とする。 

 付則第14条の３第５項に次の１号を加え

る。 

 ⑸ 付則第３条の７及び付則第３条の10

の規定の適用については、付則第３条

の７第１項及び付則第３条の10中「所

得割の額」とあるのは、「所得割の額並

びに付則第14条の３第３項後段の規定

による区民税の所得割の額」とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

                    

   アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所

有する軽自動車等に対する軽自動車

税の種別割の賦課徴収の特例に関す

る条例の一部を改正する条例 

 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有す

る軽自動車等に対する軽自動車税の種別割

の賦課徴収の特例に関する条例（昭和28年

２月世田谷区条例第14号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条の見出し中「種別割の」を削る。 

 第３条を次のように改める。 

（徴収方法） 

第３条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又

は軍人用販売機関等の所有する原動機付

自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び

二輪の小型自動車に対する種別割は、普

通徴収又は証紙徴収の方法により徴収す

る。 

 第５条を第７条とし、第４条を第６条と

し、第３条の次に次の２条を加える。 

（普通徴収の手続） 

第４条 前条の規定により種別割を普通徴

収の方法により徴収しようとする場合に

おいて納税者に交付すべき納税通知書は、

遅くとも、その納期限前10日までに納税

者に交付しなければならない。 

（証紙徴収の手続等） 

第５条 納税者は、第３条の規定により種

別割が証紙徴収の方法により徴収される

場合には、種別割の納税に係る証紙（以

下「証紙」という。）によってその税額を

払い込まなければならない。この場合に

おいては、種別割を納付する義務が発生

することを証する書類に、証紙の額面金

額に相当する現金の納付を受けた後納税

済印を押すことにより、証紙に代えるこ

とができる。 

２ 前項の場合において、種別割の納税義

務は、証紙又は前項に規定する書類に納

税済印を受けたときに消滅する。 

３ 証紙は、区長が指定する場所で、これ

を交付する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

                    

規   則 
                    

 次に掲げる規則を公布する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 

世田谷区規則第55号 

 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有す

る軽自動車等に対する軽自動車税の種別割

の賦課徴収の特例に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

                    

   アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所

有する軽自動車等に対する軽自動車

税の種別割の賦課徴収の特例に関す

る条例施行規則の一部を改正する規

則 

 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有す

る軽自動車等に対する軽自動車税の種別割

の賦課徴収の特例に関する条例施行規則

（昭和28年８月世田谷区規則第３号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条中「第３条第１項」を「第５条第

１項」に改める。 

 第３条の見出し中「検印」を「納税済印」

に改め、同条中「第３条第２項に規定する

検印」を「第５条第１項及び第２項に規定

する納税済印」に、「軽自動車税（種別割）

納税済検印」を「軽自動車税（種別割）納

税済印」に、「検印の」を「納税済印の」に

改める。 

 第２号様式中「軽自動車税（種別割）納

税済検印」を「軽自動車税（種別割）納税

済印」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

 次に掲げる規則を公布する。 

  令和６年４月30日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 

世田谷区規則第56号 

 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則の一部を改正する規

則 

世田谷区規則第57号 

 世田谷区特別区税条例施行規則の一部を

改正する規則 

世田谷区規則第58号 
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 世田谷区児童福祉法の施行に関する規則

の一部を改正する規則 

                    

   会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例施行規則の一部を改

正する規則 

 会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則（令和２年１月世田谷

区規則第３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第20条第１項第１号及び第20条の２第１

項第１号中「、又は１会計年度」を「、か

つ、１会計年度」に改める。 

 第21条各号列記以外の部分中「及び前条

第１項第６号」を削り、同条第２号中「及

び前条第１項第４号」を削り、同条第４号

中「又は同項第７号」を「及び同項第７号」

に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前条第１項第６号の勤務した期間は、

次に掲げる期間以外の期間とする。 

 ⑴ 育児休業をしている会計年度任用職

員として在職した期間 

 ⑵ 前条第１項第４号に掲げる会計年度

任用職員として在職した期間 

 ⑶ 休職にされていた期間 

 ⑷ 職免条例第２条の規定により職務に

専念する義務を免除され、かつ、第９

条第３項に規定する承認を受けていな

い期間（消防団員活動期間、講演会等

聴講期間及び骨髄等提供期間を除く。） 

 ⑸ 私事欠勤等の取扱いを受けた期間 

 ⑹ 会計年度任用職員勤務時間規則第29

条に規定する介護休暇（以下「介護休

暇」という。）により勤務しない期間 

 第22条の２第３項中「支給月数に」を削

り、「割合を乗じて得た割合」を「割合」に

改め、同条第４項を削る。 

 第23条の２第１項第６号中「期間」の次

に「（消防団員活動期間、講演会等聴講期間

及び骨髄等提供期間を除く。）」を加え、同

項第10号中「会計年度任用職員勤務時間規

則第29条に規定する介護休暇（以下「介護

休暇」という。）」を「介護休暇」に改め、

同条第３項中「前２項」を「前項」に改め、

「期間」の次に「（消防団員活動期間、講演

会等聴講期間及び骨髄等提供期間を除く。）」

を加え、「以下この条及び」を削り、同条第

４項中「第２項」を「前項」に改める。 

 第23条の３第１項中   「第22条の２第１項」

を「第22条の２第１項及び第３項」に改め

る。 

 第24条の２中「第22条の２及び第23条の

２」を「第22条の２、第23条の２及び第23

条の３」に改める。 

 第27条第６項中第３号を第４号とし、同

項第２号の次に次の１号を加える。 

 ⑶ 条例第17条の２に規定する勤勉手当

の額の算出の基礎となる地域手当に相

当する報酬額 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、令和

６年４月１日から適用する。 

                    

   世田谷区特別区税条例施行規則の一

部を改正する規則 

 世田谷区特別区税条例施行規則（昭和40

年３月世田谷区規則第15号）の一部を次の

ように改正する。 

 第17条の２第１項第５号を次のように改

める。 

 ⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和25年法律第123号）第45条

第２項の精神障害者保健福祉手帳及び

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第54条第３項の自立支援医

療受給者証（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律

施行令（平成18年政令第10号）第１条

の２第３号に規定する精神通院医療に

係るものに限る。第３項第５号におい

て同じ。）の交付を受けている者（身体

障害者手帳、戦傷病者手帳、愛の手帳

又は療育手帳の交付を受けている者で、

前各号の規定に該当するものを除く。）

のうち、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律施行令（昭和25年政令第

155号）第６条第３項に定める１級の障

害を有するもの 

 第17条の２第３項中第６号を第７号とし、

第５号を第６号とし、第４号の次に次の１

号を加える。 

 ⑸ 自立支援医療受給者証の受給者番号、

交付年月日及び有効期間 

 第25号の３様式を次のように改める。 

様式省略 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

   世田谷区児童福祉法の施行に関する

規則の一部を改正する規則 

 世田谷区児童福祉法の施行に関する規則

（昭和62年３月世田谷区規則第33号）の一

部を次のように改正する。 

 第３条の８第１項中「基づく」を「よる」

に改め、同条第２項中「基づく」を「よる」

に改め、「家庭支援事業措置決定通知書」の

次に「（第１号の13様式）」を、「家庭支援事

業措置通知書」の次に「（第１号の14様式）」

を加え、「通知しなければ」を「その旨を通

知しなければ」に改め、同条第３項中「基

づく」を「よる」に、「提供期間満了前」を

「提供期間の満了前」に改め、「家庭支援事

業措置解除決定通知書」の次に「（第１号の

15様式）」を、「家庭支援事業措置解除通知

書」の次に「（第１号の16様式）」を加え、

「通知しなければ」を「その旨を通知しな

ければ」に改める。 

 第８条の30中「、医療型障害児入所施設

及び医療型児童発達支援センター」を「及

び医療型障害児入所施設」に改める。 

 第１号の12様式の次に次の４様式を加え

る。 

様式省略 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

訓 令 甲 
                    

◎世田谷区訓令甲第７号 

庁   中   一   般 

 世田谷区事案決定手続規程（昭和54年３

月世田谷区訓令甲第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第９条第２項の表要綱、要領、契約書、

協定書、覚書その他これらに類する文書（軽

易なもの又は定例的なものを除く。）に関す

る事案の項中「経営改革・官民連携担当課

長、経営改革・官民連携担当係長」を「官

民連携・行政手法改革担当課長、官民連携・

行政手法改革担当係長」に改め、同表大幅

な事務改善に関する事案の項中「経営改革・

官民連携担当課長、経営改革・官民連携担

当係長」を「官民連携・行政手法改革担当

課長、官民連携・行政手法改革担当係長」

に、「経営改革・官民連携担当課長及び経営

改革・官民連携担当係長」を「官民連携・

行政手法改革担当課長及び官民連携・行政

手法改革担当係長」に改める。 

 

 別表３の部経営改革・官民連携担当課の款を次のように改める。 

官
民
連
携
･
行
政
手
法
改
革
担
当
課 

１ 官民連携に関する

こと。 

 

２ 他自治体との連携

に関すること。 

１ 包括連携協定の締

結に関すること。 

 １ 官民連携に係る指

針等に関すること。 

 

１ 他自治体との連携

に係る事業を実施す

ること。 

１ 官民連携に係る庁内

外の調整及び調査に関

すること。 

１ 他自治体との連携に

係る事業の実施の調整

等を行うこと。 

 別表３の部経営改革・官民連携担当課の款の次に次のように加える。 
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ふ
る
さ
と
納
税
対
策
担
当
課 

１ ふるさと納税対策

に関すること。 

１ ふるさと納税対策

の方針に関すること｡ 

 １ ふるさと納税対策

の実施に関すること｡ 

１ ふるさと納税対策に

係る調整及び調査に関

すること。 

 別表３の部政策研究・調査課の款を次のように改める。 

政

策

研

究

・

調

査

課 

１ 教育総合センター

との連携及び調整に

関すること。 

２ 大学との連携に関

すること。 

 

 

３ せたがや自治政策

研究所に関するこ

と。 

 

４ 政策に係る調査研

究に関すること。 

５ 国勢調査その他の

基幹統計調査等に関

すること。 

 

 

 

１ 大学との連携に関

する基本的な方針を

決定すること。 

 

 

 

 

 

 

 

１ せたがや自治政策

研究所の運営の方針

に関すること｡ 

 

 

 

１ 国勢調査の実施に

関する重要方針を策

定すること。 

１ 教育総合センター

との連携の推進に関

すること。 

１ 大学との連携を推

進すること。 

 

 

 

 

 

 

１ 政策に係る調査研

究を実施すること。 

１ 国勢調査その他の

基幹統計調査等を実

施すること。 

２ 統計情報の収集、

分析及び提供を行う

こと。 

１ 教育総合センターと

の調整に関すること。 

 

１ 大学との連絡調整に

関すること。 

２ 大学との連携事業の

実施に関すること。 

１ せたがや自治政策研

究所が実施する研究に

係る調整及び調査に関

すること。 

 

 

１ 国勢調査その他の基

幹統計調査等に係る調

整に関すること。 

 別表５の部総務課の款５の項部長決定の欄第２号及び同項課長決定の欄第２号を削り、同表５の２の部庁舎管理担当課の款２の項

部長決定の欄に次の１号を加える。 

 ２ 防火管理者の指定及び解任並びにこれらの届出を行うこと。 

 別表５の２の部庁舎管理担当課の款２の項課長決定の欄に次の１号を加える。 

 ３ 庁内案内事務を運営すること。 

 別表７の部経理課の款８の項を次のように改める。 

８ 公用車両の管理等

に関すること。 

   １ 公用車両の確保、管

理及び使用状況等につ

いて報告並びに措置を

求めること。 

２ 使用車両等を指定

し、及び必要に応じて

使用の方法等を提示す

ること。 

３ 一般乗用旅客自動車

運送事業の事業者が提

供する自動車の公用使

用について、必要に応

じて方法等を定め、及

び必要な事務処理を求

めること。 

 別表７の部課税課の款１の項中「及び都民税」を「、都民税、森林環境税」に改め、同款２の項中「特別区民税の」を削り、同款

４の項件名の欄中「特別区民税」の次に「、個人の都民税及び森林環境税並びに軽自動車税（種別割）（以下次項及び６の項において

「特別区民税等」という。）」を加え、同項課長決定の欄第１号中「特別区民税に係る」を削り、同款５の項件名の欄中「特別区民税」

の次に「等」を加え、同項部長決定の欄第２号中「特別区税の」を削り、同項課長決定の欄第１号及び第２号中「特別区民税の」を

削り、同款６の項件名の欄中「特別区民税」の次に「等」を加え、同項課長決定の欄第１号中「特別区民税の」を削り、同款に次の

ように加える。 

８ 軽自動車税（種別

割）（現年度分に限

る。以下この項にお

いて同じ。） の督促に

関すること｡ 

 

９ 軽自動車税（種別

割）の減免に関する

こと。 

   １ 軽自動車税（種別割）

の督促状を発付するこ

と。 

２ 軽自動車税（種別割）

の督促状の公示送達を

すること。 

１ 軽自動車税（種別割）

の減免をすること。 
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 別表７の部納税課の款２の項中「特別区税」の次に「等」を加え、同款３の項中「区税」を「特別区税等の」に改め、同款４の項

課長決定の欄第１号及び第２号中「特別区税及び個人の都民税」を「特別区税等」に改め、同欄第３号中「特別区民税及び個人の都

民税」を「特別区税等」に改め、同款６の項中「特別区税」の次に「等」を加え、同款７の項中「滞納処分」を「特別区税等の滞納

処分」に改め、同項中「特別区税」の次に「等」を加え、同款８の項中「特別区税」の次に「等」を加え、同款９の項及び10の項を

次のように改める。 

９ 特別区税等（軽自

動車税（種別割）（現

年度分に限る。）を除

く。以下この項にお

いて同じ。）の督促に

関すること。 

10 特別区税等（軽自

動車税（種別割）を除

く。以下この項にお

いて同じ。）の減免に

関すること。 

   

 

 

 

 

 

１ 特別区税等（延滞

金を除く。）の減免を

すること。 

１ 特別区税等の督促状

を発付すること。 

２ 特別区税等の督促状

の公示送達をすること。 

 

 

１ 特別区税等に係る延

滞金を減免すること。 

 別表７の部納税課の款11の項件名の欄中「原動機付自転車及び小型特殊自動車」を「標識弁償金の収納」に改め、同款12の項件名

の欄中「特別区民税等」を「特別区税等」に改め、同項課長決定の欄第１号中「特別区民税及び個人の都民税」を「特別区税等」に

改め、同表８の部区民健康村・ふるさと・交流推進課の款５の項及び６の項を削り、同表９の２の部スポーツ施設課の款１の項中「こ

と」の次に「（拠点スポーツ施設整備担当課に属することを除く。）」を加え、同部に次のように加える。 

拠
点
ス
ポ
ー
ツ
施
設
整
備
担
当
課 

１ 拠点スポーツ及び

レクリエーション施

設に関する総合的な

計画に関すること。 

 １ 拠点スポーツ及び

レクリエーション施

設に関する総合的な

計画を策定するこ

と。 

  

 別表10の部産業連携交流推進課の款中「産業連携交流推進課」を「経済課」に改め、同款１の項中「産業振興」を「経済及び産業

の振興」に改め、同表11の部保健医療福祉推進課の款１の項を次のように改める。 

１ 世田谷区福祉人材

育成・研修センター

に関すること。 

  １ 世田谷区福祉人材

育成・研修センター

の運営に関する方針

を策定すること。 

 

 別表11の部保健医療福祉推進課の款２の項部長決定の欄第１号中「医療連携推進協議会」を「医療・介護連携推進協議会」に改め、

同款４の項を削り、同表13の部子ども家庭課の款中７の項を削り、６の項を７の項とし、５の項を６の項とし、４の項を５の項とし、

３の項の次に次のように加える。 

４ 生活保護世帯出身

の大学生等に対する

給付型奨学金に関す

ること。 

  １ 一の該当者につき

200,000 円以上の生

活保護世帯出身の大

学生等に対する給付

型奨学金の給付を決

定し、及び通知するこ

と｡ 

１ 一の該当者につき

200,000円未満の生活

保護世帯出身の大学生

等に対する給付型奨学

金の給付を決定し、及

び通知すること。 

 別表11の部児童相談支援課の款５の項中「及び児童家庭支援センター」を「、児童家庭支援センター及び里親支援センター」に改

め、同款７の項中「指導及び検査」を「指導検査」に改め、同款中10の項を12の項とし、９の項を11の項とし、８の項を10の項とし、

７の項の次に次のように加える。 

８ 親子再統合支援事

業、社会的養護自立

支援拠点事業及び意

見表明等支援事業

（以下「親子再統合

支援事業等」とい

う。）の届出等に関す

ること｡ 

 

 

９ 親子再統合支援事

業等の指導検査に関

すること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 親子再統合支援事

業等の改善の勧告等

必要な措置を採るこ

と。 

１ 親子再統合支援事

業等の開始の届出を

受理すること。 

２ 親子再統合支援事

業等の制限又は停止

を行うこと。 

３ 親子再統合支援事

業等の廃止又は休止

の届出を受理するこ

と。 

１ 親子再統合支援事

業等の指導検査を行

うこと。 

１ 親子再統合支援事業

等の変更の届出を受理

すること。 

２ 親子再統合支援事業

等を行う者から報告を

徴すること。 
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 別表11の部保育認定・調整課の款10の項

中「及び児童養護施設」を「、児童養護施

設及び里親支援センター」に改め、同表15

の部市街地整備課の款を削り、同部建築調

整課の款２の項部長決定の欄第10号中「基

づき」を「より」に改め、同欄第52号中「建

築基準法施行令」を「令」に、「基づき」を

「より」に改め、同号を同欄第67号とし、

同欄第51号中「基づく」を「より」に改め、

同号を同欄第60号とし、同号の次に次の６

号を加える。 

 61 法第87条の３第５項の規定により一

時的に建築物の用途を変更した応急仮

設建築物の存続許可期間の延長をする

こと。 

 62 建築基準法施行令（以下この項にお

いて「令」という。）第20条第１項及び

建築物の開口部で採光に有効な部分の

面積の算定方法で別に定めるものを定

める件第２号の規定による２以上の居

室の採光に有効な部分の面積の算定方

法の認定をすること。 

 63 令第115条の２第１項第４号ただし

書の規定による防火壁の設置を要しな

い建築物の認定をすること。 

 64 令第131条の２第２項の規定による

計画道路等がある場合の斜線制限の例

外認定をすること。 

 65 令第131条の２第３項の規定による

壁面線の位置の制限がある場合の斜線

制限の例外認定をすること。 

 66 令第137条の12第６項及び第７項の

規定により認定をすること。 

 別表15の部建築調整課の款２の項部長決

定の欄第50号中「基づく」を「よる」に改

め、同号を同欄第59号とし、同欄第49号中

「基づく」を「よる」に改め、同号を同欄

第58号とし、同欄第48号中「基づき」を「よ

り」に改め、同号を同欄第57号とし、同欄

第47号中「基づき」を「より」に改め、同

号を同欄第56号とし、同欄第46号中「基づ

き」を「より」に改め、同号を同欄第55号

とし、同欄第45号中「基づき」を「より」

に改め、同号を同欄第54号とし、同欄中第

44号を第53号とし、第43号を第52号とし、

同欄第42号中「基づき」を「より」に改め、

同号を同欄第50号とし、同号の次に次の１

号を加える。 

 51 法第85条第５項の規定により仮設建

築物の存続許可期間の延長をすること。 

 別表15の部建築調整課の款２の項部長決

定の欄中第41号を第49号とし、第35号から

第40号までを８号ずつ繰り下げ、第34号を

第41号とし、同号の次に次の１号を加える。 

 42 法第68条の３第７項の用途制限の例

外認定をすること。 

 別表15の部建築調整課の款２の項部長決

定の欄中第33号を第40号とし、第32号を第

39号とし、第31号を第38号とし、第30号を

第33号とし、同号の次に次の４号を加える。 

 34 法第68条第１項の規定による景観地

区内の高さの制限の例外許可をするこ

と。 

 35 法第68条第２項の規定による景観地

区内の壁面の位置の制限の例外許可を

すること。 

 36 法第68条第３項の規定による景観地

区内の敷地面積の最低限度の例外許可

をすること。 

 37 法第68条第５項の規定による景観地

区内の高さの制限の適用除外認定をす

ること。 

 別表15の部建築調整課の款２の項部長決

定の欄中第29号を第32号とし、第28号を第

31号とし、同欄第27号中「法第60条の３第

１項ただし書の規定に基づく建築物の高さ」

を「法第60条の３第１項第３号の規定によ

る容積率及び建築面積」に改め、同号を同

欄第29号とし、同号の次に次の１号を加え

る。 

 30 法第60条の３第２項ただし書の規定

による建築物の高さの例外許可をする

こと。 

 別表15の部建築調整課の款２の項部長決

定の欄第26号中「法第59条の２の」を「法

第59条の２第１項の規定による」に改め、

同号を同欄第27号とし、同号の次に次の１

号を加える。 

 28 法第60条の２第１項第３号の規定に

よる容積率、建蔽率及び建築面積の例

外許可をすること。 

 別表15の部建築調整課の款２の項部長決

定の欄中第25号を第26号とし、第21号から

第24号までを１号ずつ繰り下げ、第20号の

次に次の１号を加える。 

 21 法第57条の２第３項の特例容積率適

用地区内の特例敷地の特例容積率の限

度の指定をすること。 

 別表15の部建築調整課の款４の項中「第

17条の５第３項並びに第18条第１項及び第

２項」を「第17条の５第３項、第18条第１

項及び第２項並びに第19条の２第１項第２

号」に改め、同款９の項中「第８条第１項

ただし書」を「第４条第１項ただし書、第

８条第１項ただし書」に改め、同部建築審

査課の款６の項中「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律」を「建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律」

に改め、同部住宅管理課の款中「住宅管理

課」を「住宅課」に改め、同表15の２の部

防災街づくり課の款中２の項及び３の項を

削り、４の項を２の項とし、５の項を３の

項とし、６の項を４の項とし、同款の次に

次のように加える。 

 

市

街

地

整

備

課 

１ 崖・擁壁等防災対

策方針に関するこ

と。 

２ 擁壁改修専門家派

遣制度に関するこ

と。 

３ 都市基盤整備事業

に関すること。 

１ 崖・擁壁等防災対

策方針を策定するこ

と。 

 

 

 

１ 土地区画整理事業

を施行すべき区域内

の都市基盤に関する

方針を策定するこ

と。 

２ 土地区画整理法

（以下この項におい

て「法」という。）第

４条第１項の規定に

基づく個人施行の土

地区画整理事業の認

可をすること。 

３ 法第４条第１項の

規定に基づく個人施

行の土地区画整理事

業の認可に係る法第

９条第３項の規定に

基づく公告及び図書

の送付をすること。 

４ 法第13条第１項の

 

 

 

 

 

 

１  法第20条第３項

（法第39条第２項に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に基

づく意見書の処理並

びに法第20条第５項

（法第39条第２項に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に基

づく事業計画の修正

に係る申告の受理及

び事業計画の修正部

分に係る手続の執行

をすること。 

２ 法第39条第１項の

規定に基づく組合の

定款又は事業計画若

しくは事業基本方針

の変更の認可（縦覧

手続等を省略するこ

 

 

 

 

 

 

１ 法第10条第１項の

規定に基づく個人施

行の規準若しくは規

約又は事業計画の変

更の認可並びに同条

第３項において準用

する法第９条第３項

の規定に基づく公告

及び図書の送付をす

ること。 

２ 法第11条第４項の

規定に基づく一人施

行から共同施行にな

った場合における規

約の認可、同条第７

項の規定に基づく施

行者に変動が生じた

場合における届出の

受理及び同条第８項

の規定に基づく公告

 

 

 

１ 擁壁改修専門家の派

遣を決定すること。 

 

１ 法第４条第１項の規

定に基づく個人施行の

土地区画整理事業の認

可に係る法第９条第３

項の規定により送付さ

れた図書の縦覧をする

ことの公告及び同条第

４項の規定により当該

図書の縦覧をすること。 

２ 法第10条第１項の規

定に基づく個人施行の

規準若しくは規約又は

事業計画の変更の認可

に係る同条第３項にお

いて準用する法第９条

第３項の規定により送

付された図書の縦覧を

することの公告及び同

条第４項の規定により

当該図書の縦覧をする
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規定に基づく個人施

行者の土地区画整理

事業の廃止又は終了

の認可及び同条第４

項において準用する

法第９条第３項の規

定に基づく公告をす

ること。 

５ 法第14条第１項及

び第２項の規定に基

づく土地区画整理組

合（以下この項にお

いて「組合」という。）

の設立の認可並びに

同条第３項の規定に

基づく事業計画の認

可をすること。 

６ 法第14条第１項及

び第２項の規定に基

づく組合の設立の認

可並びに同条第３項

の規定に基づく事業

計画の認可に係る法

第21条第３項及び第

４項の規定に基づく

公告及び図書の送付

をすること。 

７ 法第45条第２項の

規定に基づく組合の

解散の認可及び同条

第５項の規定に基づ

く組合の設立の認可

の取消し又は組合の

解散の認可の公告を

すること。 

８ 法第51条の２第１

項の規定に基づく区

画整理会社施行の土

地区画整理事業の認

可をすること。 

９ 法第51条の２第１

項の規定に基づく区

画整理会社施行の土

地区画整理事業の認

可に係る法第51条の

９第３項の規定に基

づく公告及び図書の

送付をすること。 

10 法第51条の13第１

項の規定に基づく区

画整理会社施行の土

地区画整理事業の廃

止又は終了の認可及

び同条第４項におい

て準用する法第51条

の９第３項の規定に

基づく公告をするこ

と。 

11 法第77条第８項の

規定に基づく建築物

等の移転等の認可を

すること。 

12 法第86条第１項の

規定に基づく換地計

画の認可をするこ

と。 

とができるものを除

く。）並びに当該認可

に係る同条第４項の

規定に基づく公告及

び図書の送付をする

こと。 

３ 法第49条の規定に

基づく決算報告書の

承認をすること。 

４法第50条第３項の規

定に基づく組合の合

併に伴う組合設立認

可の申請の受理及び

同条第４項の規定に

基づく合併する組合

の一方が合併後存続

する場合の定款等の

変更の認可をするこ

と。 

５ 法第51条の８第３

項（法第51条の10第

２項において準用す

る場合を含む。）の規

定に基づく意見書の

処理並びに法第51条

の８第５項（法第51

条の10第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

事業計画の修正に係

る申告の受理及び事

業計画の修正部分に

係る手続の執行をす

ること。 

６ 法第51条の10第１

項の規定に基づく区

画整理会社の規準又

は事業計画の変更の

認可（縦覧手続等を

省略することができ

るものを除く。）並び

に当該認可に係る同

条第２項において準

用する法第51条の９

第３項の規定に基づ

く公告及び図書の送

付をすること。 

７ 法第51条の11第１

項の規定に基づく区

画整理会社の合併若

しくは分割又は区画

整理会社が施行する

土地区画整理事業の

全部若しくは一部の

譲渡及び譲受けの認

可をすること。 

８ 法第76条第５項の

規定に基づく工作物

等に係る措置の執行

を決定し、及び公告

をすること。 

９ 法第97条第１項の

規定に基づく換地計

画の変更の認可をす

ること。 

10 法第124条第１項

をすること。 

３ 法第39条第１項の

規定に基づく組合の

定款又は事業計画若

しくは事業基本方針

の変更の認可（縦覧

手続等を省略するこ

とができるものに限

る。）並びに当該認可

に係る同条第４項の

規定に基づく公告及

び図書の送付をする

こと。 

４ 法第51条の10第１

項の規定に基づく区

画整理会社の規準又

は事業計画の変更の

認可（縦覧手続等を

省略することができ

るものに限る。）並び

に当該認可に係る同

条第２項において準

用する法第51条の９

第３項の規定に基づ

く公告及び図書の送

付をすること。 

５ 法第72条第１項の

規定に基づく土地の

立入りの認可及び同

条第６項の規定に基

づく障害物の伐除を

認可すること。 

６ 法第76条第１項の

規定に基づく工作物

等（建築物の建築を

伴うものを除く。）の

設置の許可及び許可

に係る同条第４項の

規定に基づく監督処

分をすること。 

７ 法第103条第３項

の規定に基づく換地

処分に係る届出の受

理及び同条第４項の

規定に基づく公告を

すること。 

８ 法第123条の規定

に基づく勧告をする

こと。 

こと。 

３ 法第14条第１項の規

定に基づく組合の設立

の認可及び同条第３項

の規定に基づく事業計

画の認可に係る法第21

条第３項の規定により

送付された図書の縦覧

をすることの公告並び

に同条第６項の規定に

より当該図書の縦覧を

すること。 

４ 法第19条第１項の規

定に基づく施行地区と

なるべき区域の公告の

申請の受理及び公告の

手続並びに同条第３項

の規定に基づく借地権

に関する申告の受理を

すること。 

５ 法第20条第１項（法

第39条第２項において

準用する場合を含む。）

の規定に基づく事業計

画の縦覧及び法第20条

第２項（法第39条第２

項において準用する場

合を含む。）の規定に基

づく当該事業計画に対

する意見書の受理をす

ること。 

６ 法第29条第１項の規

定に基づく組合の理事

の氏名及び住所の届出

の受理並びに同条第２

項の規定に基づく公告

をすること。 

７ 法第39条第１項の規

定に基づく組合の定款

又は事業計画若しくは

事業基本方針の変更の

認可に係る同条第４項

の規定により送付され

た図書の縦覧をするこ

との公告及び同条第２

項において準用する法

第21条第６項の規定に

より当該図書の縦覧を

すること。 

８ 法第51条の２第１項

の規定に基づく区画整

理会社施行の土地区画

整理事業の認可に係る

法第51条の９第３項の

規定により送付された

図書の縦覧をすること

の公告及び同条第４項

の規定により当該図書

の縦覧をすること。 

９ 法第51条の７第１項

の規定に基づく施行地

区となるべき区域の公

告の申請の受理及び公

告の手続並びに同条第

２項において準用する

法第19条第３項の規定
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から第３項までの規

定に基づき個人施行

者に対する監督等を

すること。 

11 法第125条の規定

に基づき組合に対す

る監督等をするこ

と。 

に基づく借地権に関す

る申告の受理をするこ

と。 

10 法第51条の８第１項

（法第51条の10第２項

において準用する場合

を含む。）の規定に基づ

く事業計画の縦覧及び

法第51条の８第２項

（法第51条の10第２項

において準用する場合

を含む。）の規定に基づ

く当該事業計画に対す

る意見書の受理をする

こと。 

11 法第51条の10第１項

の規定に基づく区画整

理会社の規準又は事業

計画の変更の認可に係

る法第51条の９第３項

の規定により送付され

た図書の縦覧をするこ

との公告及び同条第４

項の規定により当該図

書の縦覧をすること。 

12 法第123条の規定に

基づく報告若しくは資

料の提出を求め、又は

助言等をすること。 

13 法第136条の規定に

基づく東京都農業会議

及び土地改良区の意見

を聴取すること。 

 ４ 都市計画制限に関

すること。 

１ 都市計画法（以下

この項において「法」

という。）第81条第２

項の規定に基づく措

置の執行及び公告を

すること。 

 １ 法第29条第１項の

規定に基づく開発行

為の許可、法第34条

の２第１項（法第35

条の２第４項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

開発行為に係る協議

及び法第35条の２第

１項の規定に基づく

開発行為の変更許可

に関すること。 

２ 法第36条第１項の

規定に基づく工事完

了届の受理、同条第

２項の規定に基づく

検査及び検査済証の

交付並びに同条第３

項の規定に基づく工

事完了の公告に関す

ること。 

３ 法第37条第１号の

規定に基づく工事完

了公告前における建

築物の建築又は特定

工作物の建設の承認

に関すること。 

４ 法第43条第１項の

規定に基づく開発許

可を受けた土地以外

の土地における建築

等の許可、法第43条

第３項の規定に基づ

１ 法第35条の２第３項

の規定に基づく軽微な

変更の届出の受理及び

法第38条の規定に基づ

く開発行為の廃止届の

受理に関すること。 

２ 法第45条の規定に基

づく開発許可の地位の

承継に関すること。 

３ 法第46条第５項の規

定に基づく開発登録簿

の写しの交付に関する

こと。 

４ 都市計画法施行規則

第60条の規定に基づく

証明書の交付に関する

こと。 
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く開発許可を受けた

土地以外の土地にお

ける建築等の協議に

関すること。 

５ 法第81条第１項の

規定に基づく必要な

措置を命ずること。 

 ５ 宅地造成等の規制

に関すること。 

１ 宅地造成等規制法

（以下この項におい

て「法」という。）第

３条第１項の規定に

基づく宅地造成工事

規制区域の指定につ

いて意見を提出する

こと。 

 １ 法第８条第１項の

規定に基づく宅地造

成工事の許可、法第

11条（法第12条第３

項において準用する

場合を含む。）の規定

に基づく宅地造成工

事に係る協議及び法

第12条第１項の規定

に基づく宅地造成工

事の変更許可に関す

ること。 

２ 法第13条第１項の

規定に基づく工事完

了の検査及び同条第

２項の規定に基づく

検査済証の発行に関

すること。 

３ 法第14条第１項か

ら第４項までの規定

に基づく監督処分及

び法第17条第１項及

び第２項の規定に基

づく改善命令に関す

ること。 

４ 法第16条第２項の

規定に基づく勧告に

関すること。 

５ 法第19条の規定に

基づく工事状況の報

告徴取に関すること｡ 

１ 法第12条第２項の規

定に基づく軽微な変更

の届出の受理に関する

こと。 

２ 法第15条の規定に基

づく届出の受理に関す

ること。 

 
 別表15の２の部建築安全課の款５の項区

長決定の欄中第２号を削り、同欄第３号中

「第14条第２項」を「第13条第２項」に改

め、同号を同欄第２号とし、同欄第４号中

「第14条第10項」を「第22条第10項」に改

め、同号を同欄第６号とし、同号の前に次

の３号を加える。 

 ３ 法第22条第２項の規定に基づく勧告

をすること。 

 ４ 法第22条第３項の規定に基づく特定

空家等の除却等を命ずること。 

 ５ 法第22条第９項の規定に基づく措置

の執行を決定すること。 

 別表15の２の部建築安全課の款５の項区

長決定の欄に次の１号を加える。 

 ７ 法第22条第11項の規定に基づく措置

の執行を決定すること。 

 別表15の２の部建築安全課の款５の項部

長決定の欄に次の２号を加える。 

 ３ 法第13条第１項の規定に基づく指導

をすること。 

 ４ 法第22条第１項の規定に基づく助言

又は指導をすること。 

 別表15の２の部建築安全課の款10の項課

長決定の欄第１号中「第７条」を「第６条」

に改める。 

 別表15の３の部みどり政策課の款中１の

項を削り、２の項を１の項とし、３の項か

ら５の項までを１項ずつ繰り上げ、同部に

次のように加える。 

 

公
園
整
備
利
活
用
推
進
課 

１ 公園計画に関する

こと。 

１ 公園計画を策定す

ること。 

２ 都市計画法第59条

第１項の規定に基づ

く公園に関する都市

計画事業の認可を申

請すること。 

   

                    

◎世田谷区訓令甲第８号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区事故及び争訟処理規程（昭和62

年11月世田谷区訓令甲第60号）の一部を次

のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第３項第２号中「総合支所の課」

の次に「及び担当課」を加え、「副所長及び」

を削り、「第２条第１項に規定する課」の次

に「及び担当課」を加える。 

                    

◎世田谷区訓令甲第９号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

令和６年５月20日（第758号）

－ 12 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 13 － 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区公文書管理規程（令和２年４月

世田谷区訓令甲第16号）の一部を次のよう

に改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第１項第２号中「総合支所の課」

の次に 「及び担当課」を加え、 「副所長及

び」を削り、同項第３号中「総合支所の課

長」の次に「及び担当課長」を加え、「副所

長及び」を削る。 

 第47条第３項中「総合支所の課、清掃事

務所、児童相談所の副所長及び」を「総合

支所の課及び担当課、清掃事務所、児童相

談所の」に改め、「（総務部研修担当課を除

く。）」を削る。 

 第48条第１項本文中 「（総務部研修担当

課を除く。）、総合支所の課」を「、総合支

所の課及び担当課」に改め、同項ただし書

中（世田谷総合支所の課を除く。）」の次に

「及び担当課」を加え、「（総務部研修担当

課を除く。）」を削り、同条第２項中「、総

務部研修担当課」を削る。 

                    

◎世田谷区訓令甲第10号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区マイクロフィルム文書管理規程

（昭和60年７月世田谷区訓令甲第12号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第６号中「総合支所の課」の次に

「及び担当課」を加え、「副所長及び」を削

る。 

 第２号様式中
「

」
を削る。 

                    

◎世田谷区訓令甲第11号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 会計年度任用職員の服務の宣誓に関する

取扱規程（令和２年12月世田谷区訓令甲第

52号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条中「、清掃事務所、児童相談所の

副所長及び」を「及び担当課、清掃事務所、

児童相談所の」に改め、「総合支所の課長」

の次に「及び担当課長」を加え、「副所長及

び課長」を「課長」に改める。 

                    

◎世田谷区訓令甲第12号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

 宿日直手当支給規程（昭和43年４月世田

谷区訓令甲第５号）の一部を次のように改

正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条の表中「5,800円」を「5,900円」に、

「7,800円」を「8,000円」に、「2,900円」を

「2,950円」に、「3,900円」を「4,000円」に

改める。 

   附 則 

 この訓令による改正後の宿日直手当支給

規程の規定は、令和６年４月１日から始ま

る宿日直勤務から適用する。 

                    

◎世田谷区訓令甲第13号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区被服貸与規程（昭和55年４月世

田谷区訓令甲第15号）の一部を次のように

改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 別表Ｂ型（事務型）の部１の款１の項中

「一般事務」の次に「又は情報通信技術に

関する事務」を加える。 

                    

◎世田谷区訓令甲第14号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区警火規程（昭和58年11月世田谷

区訓令甲第53号）の一部を次のように改正

する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第１項中「総合支所の課」の次に

「及び担当課」を加え、「副所長及び」を削

り、「第２条第１項に規定する課」の次に「及

び担当課」を加える。 

                    

◎世田谷区訓令甲第15号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区自動車の管理等に関する規程

（昭和40年６月世田谷区訓令甲第38号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第１号中「総合支所の課」の次に

「及び担当課」を加え、「副所長及び」を削

り、「第２条第１項に規定する課」の次に「及

び担当課」を加え、同条第２号中「、同条

第２項」を「及び同条第２項」に改め、「総

合支所の課長」の次に「及び担当課長」を

加え、「副所長及び」を削り、「第４条第１

項に規定する課長」の次に「及び担当課長」

を加え、同条第３号中「借り入れた」を「借

り受けた」に改める。 

                    

◎世田谷区訓令甲第16号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区原動機付自転車及び自転車の管

理運営規程（昭和41年６月世田谷区訓令甲

第８号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第１号中「総合支所の課」の次に

「及び担当課」を加え、「副所長及び」を削

り、 「第２条第１項に規定する課」の次に

「及び担当課」を加え、同条第２号中「、

同条第２項」を「及び同条第２項」に改め、

「総合支所の課長」 の次に  「及び担当課長」

を加え、「副所長及び」を削り、「第４条第

１項に規定する課長」の次に「及び担当課

長」を加える。 

                    

◎世田谷区訓令甲第17号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区契約事務規則第56条の２の規定

に基づく区長の指定事項（昭和57年４月世

田谷区訓令甲第９号）の一部を次のように

改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 本則に次の１項を加える。 

13 印刷の請負契約 

                    

◎世田谷区訓令甲第18号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区建築物等保全規程（平成12年12

月世田谷区訓令甲第48号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第１号中「、清掃事務所、児童相

談所の副所長及び」を「及び担当課、清掃

事務所、児童相談所の」に改め、同条第２

号中「、同条第２項」を「及び同条第２項」

に、「、清掃事務所長、児童相談所の副所長

及び」を「及び担当課長、清掃事務所長、

児童相談所の」に改める。 

                    

◎世田谷区訓令甲第19号 

庁   中   一   般 

保     健     所 

 世田谷区保健所処務規程（昭和62年８月

世田谷区訓令甲第52号）の一部を次のよう

印 

令和６年５月20日（第758号）

－ 13 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 14 － 

に改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 
          「感染症対策課 
 第３条第１項の表中          
           住民接種担当課」 
 
を「感染症対策課」に改める。 

 第７条の表健康企画課の部調整係の項第

５号中「及び啓発」を削り、同表感染症対

策課の部感染症対策担当係長の項第８号中

「に係る医療費の給付」を「医療費の支給

等」に改め、同部予防接種担当係長の項第

１号中 「（住民接種担当課住民接種担当係

長に属するものを除く。）」を削り、同表住

民接種担当課の部を削り、同表生活保健課

の部生活環境衛生担当係長の項中第５号を

削り、第６号を第５号とし、第７号を第６

号とし、同部食品衛生企画担当係長の項第

２号中「行政処分」を「不利益処分」に改

める。 

 

 別表１の部中10の項を11の項とし、９の項を10の項とし、７の項及び８の項を削り、６の項を９の項とし、同項の前に次のように

加える。 

８ 地域保健に係る専門

研修及び調査研究に関

すること。 

  １ 地域保健に係る専門

研修及び調査研究を企

画すること。 

 １ 地域保健に係る専門

研修及び調査研究を実

施すること。 

 別表１の部中５の項を７の項とし、１の項から４の項までを２項ずつ繰り下げ、同項の前に次のように加える。 

１ 地域保健に係る統計

調査の総括に関するこ

と。 

２ 地域保健に関する思

想の普及に関すること｡ 

    １ 調査票を東京都知事

に送付すること。 

 

１ 地域保健に関する思

想を普及すること。 

 別表２の部中４の項及び５の項を削り、３の項を５の項とし、２の項を４の項とし、１の項の次に次のように加える。 

２ 歯科保健に関するこ

と。 

 

３ 栄養指導に関するこ

と。 

  １ 歯科保健事業に係る

計画の基本的な方針を

策定すること。 

１ 栄養指導及び食育の

推進に係る基本的な方

針を策定すること。 

２ 特定給食施設に係る

指導に関すること。 

３ 食品表示に係る命令

に関すること。 

１ 歯科保健事業に係る

計画を策定すること。 

 

１ 栄養指導及び食育の

推進に係る計画を策定

すること。 

１ 歯科保健事業を実施

すること。 

 

１ 栄養指導及び食育の

推進に係る事業を実施

すること。 

２ 特定給食施設に係る

届出に関すること。 

３ 食品表示に係る指示

に関すること。 
 
 別表３の部４の項中「小児慢性特定疾病

に係る医療費の給付」を「小児慢性特定疾

病医療費の支給等」に、「認定をする」を「認

定及び小児慢性特定疾病要支援者証明事業

の登録者証の交付を決定する」に改め、同

表中４の部を削り、５の部を４の部とし、

同表６の部３の項課長決定の欄第４号を削

り、同項中第５号を第４号とし、第６号を

第５号とし、第７号を第６号とし、同部を

同表５の部とする。 

                    

◎世田谷区訓令甲第20号 

庁   中   一   般 

 世田谷区における建築主事の確認等に関

する事務の執行順位に関する規程（昭和45

年７月世田谷区訓令甲第16号）の一部を次

のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 題名中「建築主事」の次に「等」を加え

る。 

 第１条中「建築主事が行う建築基準法（昭

和25年法律第201号。以下「法」という。）」

を「建築基準法（昭和25年法律第201号。以

下「法」という。）第６条第１項に規定する

建築主事等が行う法」に、「、法第18条第３

項」を「、法第７条の６第１項第２号の規

定による認定に関する事務、法第18条第３

項」に改める。 

 第２条中「検査」の次に「、認定」を加

える。 

                    

◎世田谷区訓令甲第21号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

 世田谷区建築監視員の権限に関する規程

（昭和46年６月世田谷区訓令甲第11号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 本則中「世田谷区における建築主事が確

認する建築物の範囲等に関する規程」を「世

田谷区における建築主事等の確認等に関す

る事務の執行順位に関する規程」に、「建築

主事が確認（建築基準法（昭和25年法律第

201号。以下「法」という。）」を「建築基準

法（昭和25年法律第201号。以下「法」とい

う。）第６条第１項に規定する建築主事等が

確認（法」に改める。 

                    

◎世田谷区訓令甲第22号 

庁   中   一   般 

総   合   支   所 

児  童  相  談  所 

保     健     所 

出     張     所 

事     業     所 

 世田谷区工事施行規程（昭和50年９月世

田谷区訓令甲第33号）の一部を次のように

改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 第２条第４号中「、清掃事務所、児童相

談所の副所長及び」を「及び担当課、清掃

事務所、児童相談所の」に改め、同条第５

号中「、同条第２項」を「及び同条第２項」

に、「、清掃事務所長、児童相談所の副所長

及び」を「及び担当課長、清掃事務所長、

児童相談所の」に改める。 

                    

                    

告   示 
                    

◎世田谷区告示第204号 

 北沢総合支所庁内におけるリサイクル資

源の売払代金の徴収の事務については、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の

２第１項の規定に基づき、次のとおり委託

したので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 世田谷リサイクル協同組

合 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区世田谷四

丁目２番15号小見山ビル

２階 

 ２ 委託した歳入等 

    リサイクル資源の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第205号 

 世田谷区立駐車場条例（平成15年３月世

田谷区条例第６号）第８条に規定する使用

料の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

令和６年５月20日（第758号）

－ 14 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 15 － 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立玉川総合支所駐車場 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第206号 

 玉川総合支所庁内におけるリサイクル資

源の売払代金の徴収の事務については、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の

２第１項の規定に基づき、次のとおり委託

したので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 世田谷リサイクル協同組

合 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区世田谷四

丁目２番15号小見山ビル

２階 

 ２ 委託した歳入等 

    リサイクル資源の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第207号 

 世田谷区立駐車場条例（平成15年３月世

田谷区条例第６号）第８条に規定する使用

料の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立砧総合支所駐車場 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日 

                    

◎世田谷区告示第208号 

 砧総合支所管内におけるリサイクル資源

の売払代金の徴収の事務については、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

第１項の規定に基づき、次のとおり委託し

たので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称  世田谷リサイクル協同

組合 

  ⑵ 所在地  東京都世田谷区世田谷

四丁目２番15号小見山

ビル２階 

 ２ 委託した歳入等 

    リサイクル資源の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第209号 

 世田谷区立地区会館条例（昭和54年９月

世田谷区条例第47号）第８条に規定する使

用料のうち自転車等駐車場の使用料の収納

の事務については、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第243条の２第１項の規定に基

づき、次のとおり委託したので同条第２項

の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立喜多見東地区会館自転

車等駐車場 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日 

                    

◎世田谷区告示第210号 

 烏山総合支所庁内におけるリサイクル資

源の売払代金の徴収の事務については、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の

２第１項の規定に基づき、次のとおり委託

したので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 世田谷リサイクル協同組

合 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区世田谷四

丁目２番15号小見山ビル

２階 

 ２ 委託した歳入等 

    リサイクル資源の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第211号 

 世田谷区立区民会館条例（昭和56年12月

世田谷区条例第48号）第12条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立烏山区民会館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第212号 

 世田谷区立区民会館条例（昭和56年12月

世田谷区条例第48号）第12条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称  株式会社世田谷サービ

ス公社 

  ⑵ 所在地  東京都世田谷区太子堂

三丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷区民会館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第213号 

 世田谷区立区民会館条例（昭和56年12月

世田谷区条例第48号）第12条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 光管財株式会社世田谷支

店 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区用賀二丁

目26番１号301 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立玉川区民会館別館 

令和６年５月20日（第758号）

－ 15 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 16 － 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第214号 

 世田谷区立地区会館条例（昭和54年９月

世田谷区条例第47号）第８条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第215号 

 世田谷区区政情報センター及び各総合支

所区政情報コーナーにおける刊行物等の売

払代金の収納の事務については、地方自治

法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１

項の規定に基づき、次のとおり委託したの

で同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称  株式会社世田谷サービ

ス公社 

  ⑵ 所在地  東京都世田谷区太子堂

三丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    刊行物等の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第216号 

 特別区自治情報・交流センターにおける

刊行物等の売払代金の収納の事務について

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２第１項の規定に基づき、次のとお

り委託したので同条第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託した相手方 

  ⑴ 名 称  公益財団法人特別区協

議会 

  ⑵ 所在地  東京都千代田区飯田橋

三丁目５番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    刊行物等の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第217号 

 庁舎リサイクル資源の売払代金の徴収の

事務については、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第243条の２第１項の規定に基づ

き、次のとおり委託したので同条第２項の

規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社江栄 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区野毛二丁

目３番８号 

 ２ 委託した歳入等 

    売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第218号 

 特別区民税・都民税・森林環境税及び軽

自動車税（種別割）の収納の事務について

は、地方自治法の一部を改正する法律（令

和５年法律第19号）附則第２条第３項の規

定に基づき、なお従前の例により公金事務

を行わせることができる者として次のとお

り委託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託した相手方 

  ⑴ 名 称 株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・データ 

    所在地 東京都江東区豊洲三丁目

３番３号 

  ⑵ 名 称 株式会社セブン－イレブ

ン・ジャパン 

    所在地 東京都千代田区二番町８

番地８ 

  ⑶ 名 称 株式会社ローソン 

    所在地 東京都品川区大崎一丁目

11番２号 

  ⑷ 名 称 株式会社ファミリーマー

ト 

    所在地 東京都港区芝浦三丁目１

番21号 

  ⑸ 名 称 山崎製パン株式会社 

    所在地 東京都千代田区岩本町三

丁目10番１号 

  ⑹ 名 称 ミニストップ株式会社 

    所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬

一丁目５番地１ 

  ⑺ 名 称 株式会社ポプラ 

    所在地 広島県広島市安佐北区安

佐町大字久地665番地の

１ 

  ⑻ 名 称 株式会社しんきん情報サ

ービス 

    所在地 東京都港区港南一丁目８

番27号 

  ⑼ 名 称 ＬＩＮＥ Ｐａｙ株式会

社 

    所在地 東京都品川区西品川一丁

目１番１号 

  ⑽ 名 称 ＰａｙＰａｙ株式会社 

    所在地 東京都千代田区紀尾井町

１番３号 

  ⑾ 名 称 ビリングシステム株式会

社 

    所在地 東京都千代田区内幸町一

丁目２番２号 

  ⑿ 名 称 ＫＤＤＩ株式会社 

    所在地 東京都千代田区飯田橋三

丁目10番10号 

  ⒀ 名 称 株式会社ＮＴＴドコモ 

    所在地 東京都千代田区永田町二

丁目11番１号 

  ⒁ 名 称 株式会社みずほ銀行 

    所在地 東京都千代田区大手町一

丁目５番５号 

  ⒂ 名 称 楽天ペイメント株式会社 

    所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号 

                    

◎世田谷区告示第219号 

 世田谷区立敬老会館条例（平成９年３月

世田谷区条例第26号）第８条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第220号 

 世田谷区立健康増進・交流施設条例（平

成24年３月世田谷区条例第８号）第11条に

規定する使用料の収納の事務については、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条

の２第１項の規定に基づき、次のとおり委

託したので同条第２項の規定により告示す

る。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

令和６年５月20日（第758号）
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令和６年５月20日（第758号） 

－ 17 － 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立健康増進・交流施設条

例第３条に規定する世田谷区立健康

増進・交流施設の施設（会議室に限

る。） 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第221号 

 世田谷区立世田谷美術館条例（昭和60年

11月世田谷区条例第40号）第３条に規定す

る観覧料、第４条に規定する特別観覧料及

び第５条に規定する使用料の収納の事務に

ついては、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第243条の２第１項の規定に基づき、次

のとおり委託したので同条第２項の規定に

より告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人せたがや文

化財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂四

丁目１番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    観覧料、特別観覧料及び使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷美術館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第222号 

 世田谷区立世田谷美術館条例（昭和60年

11月世田谷区条例第40号）第３条に規定す

る観覧料、第４条に規定する特別観覧料及

び第５条に規定する使用料の収納の事務に

ついては、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第243条の２第１項の規定に基づき、次

のとおり委託したので同条第２項の規定に

より告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人せたがや文

化財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂四

丁目１番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    観覧料、特別観覧料及び使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷美術館分館清川

泰次記念ギャラリー 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第223号 

 世田谷区立世田谷美術館条例（昭和60年

11月世田谷区条例第40号）第３条に規定す

る観覧料及び第４条に規定する特別観覧料

の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人せたがや文

化財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂四

丁目１番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    観覧料及び特別観覧料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

  ⑴ 世田谷区立世田谷美術館分館向井

潤吉アトリエ館 

  ⑵ 世田谷区立世田谷美術館分館宮本

三郎記念美術館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第224号 

 世田谷区立世田谷文学館条例（平成６年

９月世田谷区条例第32号）第３条に規定す

る観覧料及び第４条に規定する特別観覧料

の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人せたがや文

化財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂四

丁目１番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    観覧料及び特別観覧料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷文学館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第225号 

 世田谷区立世田谷文化生活情報センター

条例（平成８年12月世田谷区条例第48号）

第10条に規定する使用料の収納の事務につ

いては、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２第１項の規定に基づき、次のと

おり委託したので同条第２項の規定により

告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷文化生活情報セ

ンター条例第５条第１項に規定する

手続に係る同項に規定する世田谷区

立世田谷文化生活情報センターの施

設（セミナールーム及びワークショ

ップ室の施設使用料に限る。） 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第226号 

 世田谷区立世田谷文化生活情報センター

条例（平成８年12月世田谷区条例第48号）

第10条に規定する使用料の収納の事務につ

いては、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２第１項の規定に基づき、次のと

おり委託したので同条第２項の規定により

告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人せたがや文

化財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂四

丁目１番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷文化生活情報セ

ンター（附帯設備使用料に限る。） 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第227号 

 世田谷区公共施設の共通使用手続に関す

る条例（平成30年３月世田谷区条例第19号）

第３条第３項に規定する利用者登録料、同

条例第４条第３項に規定する利用者登録更

新料及び同条例第11条に規定するキャンセ

ル料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託した相手方 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    利用者登録料、利用者登録更新料

及びキャンセル料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 
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◎世田谷区告示第228号 

 世田谷区立区民センター条例（昭和47年

12月世田谷区条例第44号）第10条に規定す

る使用料の収納の事務については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり委託した

ので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第229号 

 世田谷区手数料条例（平成12年３月世田

谷区条例第３号）第２条及び第３条第２項

に規定する多機能端末機による証明書等の

交付の手数料の収納の事務については、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の

２第１項の規定に基づき、次のとおり委託

したので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 地方公共団体情報システ

ム機構 

  ⑵ 所在地 東京都千代田区一番町25

番地 

 ２ 委託した歳入等 

    多機能端末機による証明書等の交

付の手数料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第230号 

 世田谷区立地域体育館・地区体育室条例

（昭和59年12月世田谷区条例第57号）第12

条に規定する使用料の収納の事務について

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２第１項の規定に基づき、次のとお

り委託したので同条第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人世田谷区ス

ポーツ振興財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区大蔵四丁

目６番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立尾山台地域体育館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第231号 

 世田谷区立地域体育館・地区体育室条例

（昭和59年12月世田谷区条例第57号）第12

条に規定する使用料の収納の事務について

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２第１項の規定に基づき、次のとお

り委託したので同条第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立地域体育館・地区体育

室条例別表第２に規定する世田谷区

立地域体育館の施設（体育館に限る。）

及び世田谷区立地区体育室の施設

（体育室・会議室に限る。） 

５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第232号 

 世田谷区立区民農園条例（平成５年11月

世田谷区条例第56号）第11条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり同条第２項の

規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称  株式会社マイファーム 

  ⑵ 所在地  東京都港区三田二丁目

14番５号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立区民農園 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第233号 

 世田谷区清掃・リサイクル条例（平成11

年12月世田谷区条例第52号）第54条に規定

する廃棄物処理手数料のうち、世田谷区清

掃・リサイクル条例施行規則（平成12年３

月世田谷区規則第39号）第46条第１項及び

第47条第１項の規定による廃棄物処理手数

料の徴収の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

    別紙のとおり 

 ２ 委託した歳入等 

    廃棄物処理手数料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

相手方名称 相手方所在地 

青木武雄 東京都世田谷区赤堤

３丁目３番７号 

栗田収一朗 東京都世田谷区奥沢

１丁目15番11号 

有限会社根岸商店 東京都世田谷区奥沢

４丁目24番14号 

豊田康弘 東京都世田谷区奥沢

６丁目13番８号 

樋口昌平 東京都世田谷区奥沢

８丁目９番１号 

株式会社宗美堂 東京都世田谷区奥沢

８丁目32番12号 

―杉正幸 東京都世田谷区粕谷

４丁目13番18号アネ

ックス一杉 

難波功 東京都世田谷区粕谷

４丁目16番９号 

株式会社東海輸送 東京都世田谷区上馬

４丁目38番５号 

松原静江 東京都世田谷区上北

沢４丁目９番１号 

有限会社ムトウ電

器 

東京都世田谷区上北

沢４丁目17番20号 

有限会社早川木工

所 

東京都世田谷区上祖

師谷４丁目16番19号 

市川文一 東京都世田谷区上野

毛４丁目24番３号 

高橋知之 東京都世田谷区北烏

山４丁目８番18号 

有限会社朝日屋並

木商店 

東京都世田谷区北烏

山６丁目６番３号 

合資会社澤田屋商

店 

東京都世田谷区北沢

２丁目19番17号 

しもきた商店街振

興組合 

東京都世田谷区代田

６丁目１番28号 白

洋ビル201－５号室 

株式会社きくや 東京都世田谷区北沢

２丁目32番４号 

有限会社朝倉商店 東京都世田谷区北沢

２丁目40番17号 

株式会社亀屋 東京都世田谷区北沢

３丁目31番３号 

新庄政公 東京都世田谷区北沢

５丁目23番17号 

角田屋酒店成塚智 東京都世田谷区北沢

５丁目25番２号 

三桜自動車株式会 東京都世田谷区砧２
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社 丁目２番１号 

祖師谷南商店街振

興組合 

東京都世田谷区砧６

丁目37番５号 

株式会社中村屋酒

販 

東京都世田谷区給田

３丁目13番16号 

川村昌敏 東京都世田谷区経堂

１丁目６番８号 

有限会社遠州屋 東京都世田谷区経堂

１丁目19番12号 

経堂農大通り商店

街振興組合 

東京都世田谷区経堂

１丁目21番18号 

小田急商事株式会

社 

東京都世田谷区経堂

２丁目１番33号 

岡照子 東京都世田谷区豪徳

寺１丁目45番１号 

株式会社マドカ 東京都世田谷区駒沢

２丁目31番２号 

有限会社長見世 東京都世田谷区桜丘

４丁目２番２号 

タカダ電化株式会

社 

東京都世田谷区三軒

茶屋１丁目35番６号 

株式会社西沢商店 東京都世田谷区三軒

茶屋１丁目37番９号 

有限会社恵比寿屋

酒店 

東京都世田谷区三軒

茶屋２丁目39番９号 

望月幹朗 東京都世田谷区下馬

３丁目38番16号 

株式会社木村屋酒

店 

東京都世田谷区新町

３丁目１番11号 

株式会社成城風月

堂 

東京都世田谷区成城

６丁目10番８号 

有限会社武蔵屋松

本 

東京都世田谷区世田

谷１丁目47番７号 

有限会社三河屋竹

内商店 

東京都世田谷区祖師

谷１丁目９番10号 

有限会社アスク 東京都世田谷区太子

堂２丁目16番８号 

株式会社米沢屋 東京都世田谷区太子

堂３丁目18番５号 

有限会社銀次郎 東京都世田谷区代沢

２丁目36番20号 

有限会社林食料品

店 

東京都世田谷区代沢

４丁目７番４号 

伊勢屋酒店郡司孝 東京都世田谷区代沢

５丁目18番11号 

椋本実 東京都世田谷区代田

３丁目１番４号 

有限会社桝本商店 東京都世田谷区代田

４丁目５番11号 

尾崎達男 東京都世田谷区代田

６丁目12番36号 

有限会社丸和不動

産 

東京都世田谷区玉川

２丁目26番１号 

二子玉川商店街振

興組合 

東京都世田谷区玉川

３丁目15番12号 

大平保彦 東京都世田谷区等々

力４丁目18番17号 

有限会社粕谷精米

店 

東京都世田谷区中町

３丁目６番１号 

池田晃康 東京都世田谷区野毛

１丁目３番14号 

有限会社マルカワ 東京都世田谷区野毛

２丁目26番11号ＡＭ

Ｇビル１Ｆ 

有限会社武蔵屋根

岸商店 

東京都世田谷区野沢

４丁目18番８号 

有限会社実島商店 東京都世田谷区八幡

山３丁目22番５号 

美吉ストアー高倉

恵美子 

東京都世田谷区八幡

山３丁目32番10号 

合同会社中村利郎

商店 

東京都世田谷区深沢

３丁目３番13号 

砧麺業組合 東京都世田谷区船橋

５丁目34番７号 

遠藤武雄 東京都世田谷区船橋

２丁目18番８号 

株式会社オオゼキ 東京都世田谷区松原

４丁目10番４号 

株式会社お酒のケ

イエスエス 

東京都世田谷区松原

５丁目26番１号 

株式会社アドバン

スクリヤマ 

東京都世田谷区南烏

山５丁目14番３号 

岩本直樹 東京都世田谷区南烏

山６丁目８番７号 

経堂商店街振興組

合 

東京都世田谷区宮坂

３丁目13番６号 

用賀商店街振興組

合 

東京都世田谷区用賀

４丁目12番15号 

髙村光 東京都世田谷区若林

３丁目17番８号 

株式会社ローソン 東京都品川区大崎１

丁目11番２号 

イオンマーケット

株式会社 

東京都杉並区阿佐谷

南１丁目32番10号 

三恵商店本橋宏之 東京都杉並区久我山

１丁目６番６号 

株式会社タジマヤ 東京都台東区根岸５

丁目７番４号 

山崎製パン株式会

社デイリーヤマザ

キ事業統括本部 

東京都千代田区岩本

町３丁目10番１号 

ミニストップ株式

会社 

千葉県千葉市美浜区

中瀬１丁目５番地１ 

株式会社セブン－

イレブン・ジャパ

ン 

東京都千代田区二番

町８番地８ 

株式会社ファミリ

ーマート 

東京都港区芝浦３丁

目１番21号 

株式会社東急スト

ア 

東京都目黒区上目黒

１丁目21番12号 

株式会社紀ノ國屋 東京都港区北青山３

丁目11番７号 

株式会社大勝 東京都狛江市駒井町

３丁目35番６号 

株式会社京王スト

ア 

東京都多摩市関戸１

丁目７番地４ 

株式会社サンドラ

ッグ 

東京都府中市若松町

１丁目38番地１ 

富士シティオ株式

会社 

神奈川県横浜市中区

日本大通17番地 

株式会社ダイエー 兵庫県神戸市中央区

港島中町４丁目１番

１ 

株式会社ポプラ 広島県広島市安佐北

区安佐町大字久地

665番地の１ 

株式会社クリエイ

トエス・ディー 

神奈川県横浜市青葉

区荏田西２丁目３番

地２ 

株式会社ウェルパ

ーク 

東京都立川市栄町６

丁目１番地の１ 

荻原 章 東京都世田谷区上北

沢１丁目６番地12号 

                    

◎世田谷区告示第234号 

 エコプラザ用賀におけるリユース品売払

金の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社ジモティー 

  ⑵ 所在地 東京都品川区西五反田一

丁目２番10号ＣＩＲＣＬ

ＥＳ五反田２階 

 ２ 委託した歳入等 

    リユース品売払金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第235号 

 資源分別回収事業及び拠点回収事業にお

ける資源の再商品化事業者への引き渡しに

伴う売払代金収納事務については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり委託した

ので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 世田谷リサイクル協同組

合 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区世田谷四

丁目２番15号小見山ビル

２階 

 ２ 委託した歳入等 

    資源の再商品化事業者への引き渡

しに伴う売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第236号 

 金属系不燃ごみ・粗大ごみの資源化処理

委託事業における売払代金の収納の事務に

ついては、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第243条の２第１項の規定に基づき、次

のとおり委託したので同条第２項の規定に
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より告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社リーテム 

  ⑵ 所在地 東京都千代田区外神田三

丁目６番10号 

 ２ 委託した歳入等 

    売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第237号 

 世田谷区立保健医療福祉総合プラザ条例 

（平成30年10月世田谷区条例第61号）第15

条に規定する使用料の収納の事務について

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２第１項の規定に基づき、次のとお

り委託したので同条第２項 

の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 シダックス大新東ヒュー

マンサービス株式会社東

京支店 

  ⑵ 所在地 東京都新宿区大久保一丁

目２番17号新宿サンエー

ビル２階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立保健医療福祉総合プラ

ザの施設（区民活動支援会議室、研

修室及び駐車場に限る。） 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第238号 

 世田谷区立保健センター条例（昭和51年

12月世田谷区条例第56号）第４条に規定す

る使用料の収納の事務については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり委託した

ので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人世田谷区保

健センター 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区松原六丁

目37番10号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立保健センター 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第239号 

 世田谷区後期高齢者医療に関する条例

（平成20年３月世田谷区条例第19号）第２

条に規定する保険料の収納事務については、

地方自治法の一部を改正する法律（令和５

年法律第19号）附則第２条第３項の規定に

基づき、なお従前の例により公金事務を行

わせることができる者として次のとおり委

託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託した相手方 

  ⑴ 名 称 株式会社ＮＴＴデータ 

    所在地 東京都江東区豊洲三丁目

３番３号 

  ⑵ 名 称 株式会社セブン－イレブ

ン・ジャパン 

    所在地 東京都千代田区二番町８

番地８ 

  ⑶ 名 称 株式会社ローソン 

    所在地 東京都品川区大崎一丁目

11番２号 

  ⑷ 名 称 株式会社ファミリーマー

ト 

    所在地 東京都港区芝浦三丁目１

番21号 

  ⑸ 名 称 山崎製パン株式会社 

    所在地 東京都千代田区岩本町三

丁目10番１号 

  ⑹ 名 称 ミニストップ株式会社 

    所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬

一丁目５番地１ 

  ⑺ 名 称 株式会社ポプラ 

    所在地 広島県広島市安佐北区安

佐町大宇久地665番地の

１ 

  ⑻ 名 称 株式会社しんきん情報サ

ービス 

    所在地 東京都港区港南一丁目８

番27号 

                    

◎世田谷区告示第240号 

 世田谷区国民健康保険条例（昭和34年11

月世田谷区条例第14号）第14条に規定する

保険料の徴収の事務については、地方自治

法の一部を改正する法律（令和５年法律第

19号）附則第２条第３項の規定に基づき、

なお従前の例により公金事務を行わせるこ

とができる者として次のとおり委託したの

で告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託した相手方 

  ⑴ 名 称 株式会社ＮＴＴデータ 

    所在地 東京都江東区豊洲三丁目

３番３号 

  ⑵ 名 称 株式会社セブン－イレブ

ン・ジャパン 

    所在地 東京都千代田区二番町８

番地８ 

  ⑶ 名 称 株式会社ローソン 

    所在地 東京都品川区大崎一丁目

11番２号 

  ⑷ 名 称 株式会社ファミリーマー

ト 

    所在地 東京都港区芝浦三丁目１

番21号 

  ⑸ 名 称 山崎製パン株式会社 

    所在地 東京都千代田区岩本町三

丁目10番１号 

  ⑹ 名 称 ミニストップ株式会社 

    所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬

一丁目５番地１ 

  ⑺ 名 称 株式会社ポプラ 

    所在地 広島県広島市安佐北区安

佐町大字久地665番地の

１ 

  ⑻ 名 称 株式会社しんきん情報サ

ービス 

    所在地 東京都港区港南一丁目８

番27号 

  ⑼ 名 称 ＬＩＮＥ Ｐａｙ株式会

社 

    所在地 東京都品川区西品川一丁

目１番１号 

  ⑽ 名 称 ＰａｙＰａｙ株式会社 

    所在地 東京都千代田区紀尾井町

１番３号 

  ⑾ 名 称 ビリングシステム株式会

社 

    所在地 東京都千代田区内幸町一

丁目２番２号 

  ⑿ 名 称 ＫＤＤＩ株式会社 

    所在地 東京都千代田区飯田橋三

丁目10番10号 

  ⒀ 名 称 株式会社ＮＴＴドコモ 

    所在地 東京都千代田区永田町二

丁目11番１号 

  ⒁ 名 称 株式会社みずほ銀行 

    所在地 東京都千代田区大手町一

丁目５番５号 

                    

◎世田谷区告示第241号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第131

条に規定する保険料の収納の事務について

は、地方自治法の一部を改正する法律（令

和５年法律第19号）附則第２条第３項の規

定に基づき、なお従前の例により公金事務

を行わせることができる者として次のとお

り委託したので告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託した相手方 

  ⑴ 名 称 株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・データ 

    所在地 東京都江東区豊洲三丁目

３番３号 

  ⑵ 名 称 株式会社セブン－イレブ

ン・ジャパン 

    所在地 東京都千代田区二番町８

番地８ 

  ⑶ 名 称 株式会社ローソン 

    所在地 東京都品川区大崎一丁目

11番２号 

  ⑷ 名 称 株式会社ファミリーマー

ト 

    所在地 東京都港区芝浦三丁目１

番21号 

  ⑸ 名 称 山崎製パン株式会社 

    所在地 東京都千代田区岩本町三
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丁目10番１号 

  ⑹ 名 称 ミニストップ株式会社 

    所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬

一丁目５番地１ 

  ⑺ 名 称 株式会社ポプラ 

    所在地 広島県広島市安佐北区安

佐町大字久地665番地の

１ 

  ⑻ 名 称 株式会社しんきん情報サ

ービス 

    所在地 東京都港区港南一丁目８

番27号 

  ⑼ 名 称 ＬＩＮＥ Ｐａｙ株式会

社 

    所在地 東京都品川区西品川一丁

目１番１号 

  ⑽ 名 称 ビリングシステム株式会

社 

    所在地 東京都千代田区内幸町一

丁目２番２号 

  ⑾ 名 称 ＰａｙＰａｙ株式会社 

    所在地 東京都千代田区紀尾井町

１番３号 

  ⑿ 名 称 ＫＤＤＩ株式会社 

    所在地 東京都千代田区飯田橋三

丁目10番10号 

  ⒀ 名 称 株式会社ＮＴＴドコモ 

    所在地 東京都千代田区永田町二

丁目11番１号 

  ⒁ 名 称 株式会社みずほ銀行 

    所在地 東京都千代田区大手町一

丁目５番５号 

  ⒂ 名 称 楽天ペイメント株式会社 

    所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号 

                    

◎世田谷区告示第242号 

 世田谷区立障害者休養ホーム条例（昭和

45年７月世田谷区条例第25号）第11条に規

定する使用料の徴収の事務については、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の

２第１項の規定に基づき、次のとおり委託

したので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 シダックス大新東ヒュー

マンサービス株式会社 

  ⑵ 所在地 東京都調布市調布ヶ丘三

丁目６番地３ 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立障害者休養ホームひま

わり荘 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第243号 

 世田谷区発達障害相談・療育センター条

例（平成20年12月世田谷区条例第71号）第

10条に規定する使用料の収納の事務につい

ては、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２第１項の規定に基づき、次のと

おり委託したので同条第２項の規定により

告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 社会福祉法人トポスの会 

  ⑵ 所在地 東京都足立区興野二丁目

18番12号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第244号 

 世田谷区立産後ケアセンター条例（平成

29年10月世田谷区条例第45号）第13条に規

定する利用料の収納の事務については、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の

２第１項の規定に基づき、次のとおり委託

したので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益社団法人日本助産師

会 

  ⑵ 所在地 東京都台東区鳥越二丁目

12番２号 

 ２ 委託した歳入等 

    利用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第245号 

 世田谷区立青少年交流センター条例（平

成26年12月世田谷区条例第55号）第13条第

３項に規定する使用料の収納の事務につい

ては、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第243条の２第１項の規定に基づき、次のと

おり委託したので同条第２項の規定により

告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人児童育成協

会 

  ⑵ 所在地 東京都千代田区四番町２

番地12四番町ＴＨビル６

階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立野毛青少年交流センタ

ー 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第246号 

 世田谷区立野毛青少年交流センターにお

けるリサイクル資源の売払代金の徴収の事

務については、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第243条の２第１項の規定に基づき、

次のとおり委託したので同条第２項の規定

により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 有限会社松本商店 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区喜多見五

丁目14番18号 

 ２ 委託した歳入等 

    リサイクル資源の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第247号 

 希望丘複合施設におけるリサイクル資源

の売払代金の徴収の事務については、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

第１項の規定に基づき、次のとおり委託し

たので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 有限会社松本商店 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区喜多見五

丁目14番18号 

 ２ 委託した歳入等 

    リサイクル資源の売払代金 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第248号 

 狂犬病予防法（昭和25年法律第247号）第

５条第２項に規定する注射済票の交付に係

る手数料の収納の事務については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり委託した

ので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益社団法人東京都獣医

師会世田谷支部 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区等々力二

丁目１番２号 

 ２ 委託した歳入等 

    注射済票の交付に係る手数料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和６年７

月25日まで 

                    

◎世田谷区告示第249号 

 世田谷区立多摩川玉堤広場条例（昭和53

年11月世田谷区条例第44号）第３条に規定

令和６年５月20日（第758号）

－ 21 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 22 － 

する使用料の収納の事務については、地方

自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２

第１項の規定に基づき、次のとおり委託し

たので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 多摩川緑地広場管理公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区玉堤一丁

目５番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立多摩川玉堤広場 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第250号 

 世田谷区立公園条例（昭和33年４月世田

谷区条例第４号）第13条に規定する使用料

の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第251号 

 世田谷区立公園条例（昭和33年４月世田

谷区条例第４号）第10条に規定する占用料

及び同条例第13条に規定する使用料の収納

の事務については、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第243条の２第１項の規定に基

づき、次のとおり委託したので同条第２項

の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    占用料及び使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立世田谷公園、世田谷区

立こどものひろば公園及び世田谷区

立世田谷公園洋弓場 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第252号 

 世田谷区立ミニＳＬ条例（昭和57年３月

世田谷区条例第27号）第２条に規定する使

用料の収納の事務については、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項

の規定に基づき、次のとおり委託したので

同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立ミニＳＬ 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第253号 

 世田谷区立公園条例（昭和33年４月世田

谷区条例第４号）第10条に規定する占用料

及び同条例第13条に規定する使用料の収納

の事務については、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第243条の２第１項の規定に基

づき、次のとおり委託したので同条第２項

の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    占用料及び使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立玉川野毛町公園 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日 

                    

◎世田谷区告示第254号 

 世田谷区立公園条例（昭和33年４月世田

谷区条例第４号）第13条に規定する使用料

の収納の事務については、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第243条の２第１項の規

定に基づき、次のとおり委託したので同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区太子堂三

丁目25番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立次大夫堀公園駐車場 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第255号 

 世田谷区自転車条例（昭和59年３月世田

谷区条例第14号）第42条第１項に規定する

費用、世田谷区立公園条例（昭和33年４月

世田谷区条例第４号）第17条の７第１項に

規定する手数料及び世田谷区立身近な広場

条例（平成７年３月世田谷区条例第19号）

第19条第１項に規定する手数料の収納の事

務については、地方自治法（昭和22年法律

第67号）  第243条の２第１項の規定に基づき、

次のとおり委託したので同条第２項の規定

により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 シンテイ警備株式会社 

  ⑵ 所在地 東京都中央区新富一丁目

８番８号 

 ２ 委託した歳入等 

    手数料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第256号 

 世田谷区立学校施設使用条例（昭和52年

４月世田谷区条例第16号）第７条に規定す

る使用料の収納の事務については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり委託した

ので同条第２項の規定により 

告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 公益財団法人世田谷区ス

ポーツ振興財団 

  ⑵ 所在地 東京都世田谷区大蔵四丁

目６番１号 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立学校施設使用条例第２

条第６号から第９号までに規定する

世田谷区立学校の施設及び世田谷区

立学校施設の開放に関する規則（昭

和53年11月世田谷区教育委員会規則

第９号）第２条第５号の規定により

地域体育館として指定された体育館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

令和６年５月20日（第758号）

－ 22 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 23 － 

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第257号 

 世田谷区立学校施設使用条例（昭和52年

４月世田谷区条例第16号）第７条に規定す

る使用料の収納の事務については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり委託した

ので同条第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社メタップスペイ

メント 

  ⑵ 所在地 東京都港区港南二丁目16

番５号ＮＢＦ品川タワー

５階 

 ２ 委託した歳入等 

    使用料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第258号 

 世田谷区立図書館条例（昭和41年10月世

田谷区条例第44号）第12条に規定するプラ

ネタリウムの観覧料の収納の事務について

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

243条の２第１項の規定に基づき、次のとお

り委託したので同条第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 委託を受けた者 

  ⑴ 名 称 株式会社世田谷サービス

公社 

  ⑵ 所在地 世田谷区太子堂三丁目25

番９号 

 ２ 委託した歳入等 

    観覧料 

 ３ 委託した日 

    令和６年４月１日 

 ４ 委託施設 

    世田谷区立中央図書館 

 ５ 委託期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第259号 

 世田谷区清掃・リサイクル条例（平成11

年12月世田谷区条例第52号）第35条第１項

及び世田谷区清掃・リサイクル条例施行規

則（平成12年３月世田谷区規則第39号）第

25条の規定に基づき、令和６年度の一般廃

棄物の処理に関する実施計画を別紙のとお

り告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第260号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231

条の２の３第１項の規定に基づき、次のと

おり指定納付受託者を指定したので、同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定納付受託者の名称及び所在地 

  ⑴ 名 称  さとふる株式会社 

  ⑵ 所在地  東京都中央区京橋２－

２－１京橋エドグラン

13Ｆ 

 ２ 指定納付受託者が行う納付事務に係

る歳入等 

    寄附金 

 ３ 指定納付受託者の指定をした日 

    令和６年４月１日 

                    

◎世田谷区告示第261号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第231

条の２の３第１項の規定に基づき、次のと

おり指定納付受託者を指定したので、同条

第２項の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定納付受託者の名称及び所在地 

  ⑴ 名 称  楽天グループ株式会社 

  ⑵ 所在地  東京都世田谷玉川一丁

目14番１号楽天クリム

ゾンハウス 

 ２ 指定納付受託者が行う納付事務に係

る歳入等 

    寄附金 

 ３ 指定納付受託者の指定をした日 

    令和６年４月１日 

                    

◎世田谷区告示第262号 

 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

65号）第30条の11第１項の規定による子ど

も・子育て支援施設等の確認をしたので、

同法第58条の11の規定に基づき、別紙のと

おり告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第263号 

 世田谷区環境美化等に関する条例（平成

９年10月世田谷区条例第49号）第17条及び

世田谷区環境美化等に関する条例施行規則

（平成10年３月世田谷区規則第42号）第７

条第２項の規定に基づき、雑草除去委託申

込者から徴収する雑草除去委託料を次のと

おり決定したので告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 雑草の除去に係る委託料の額 

  ⑴ １回の除去に係る面積が100平方

メートル未満の場合 

     草刈、運搬及び処分 １平方メ

ートル当

た り 450

円（消費

税相当額

を除く。） 

  ⑵ １回の除去に係る面積が100平方

メートル以上の場合 

     草刈、運搬及び処分 １平方メ

ートル当

た り 350

円（消費

税相当額

を除く。） 

 ２ 適用期間 

    令和６年４月１日から令和７年３

月31日まで 

                    

◎世田谷区告示第264号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の９第１項及び第59条の４第１項の規定

により指定小児慢性特定疾病医療機関を指

定したので、同法第19条の19第１号及び第

59条の４第１項の規定により別紙のとおり

告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第265号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の14及び第59条の４第１項の規定による

指定事項の変更の届出があったので、同法

第19条の19第２号及び第59条の４第１項の

規定により別紙のとおり告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第266号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19

条の15の規定による指定小児慢性特定疾病

医療機関の指定の辞退があったので、同法

第19条の19第３号及び第59条の４第１項の

規定により別紙のとおり告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第267号 

 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

65号）第27条第１項の規定による教育・保

育施設の確認をしたので、同法第41条の規

定に基づき、別紙のとおり告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第268号 

 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

65号）第30条の11第１項の規定による子ど

も・子育て支援施設等の確認をしたので、

同法第58条の11の規定に基づき、別紙のと

おり告示する。 

  令和６ 年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第269号 

 建築計画概要書等閲覧場所の設置につい

て（平成28年４月世田谷区告示第265号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 本則中「建築主事に提出された建築確認

申請書及び建築基準法（昭和25年法律第201

号）」を「建築基準法（昭和25年法律第201

令和６年５月20日（第758号）

－ 23 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 24 － 

号。以下「法」という。）第６条第１項に規

定する建築主事等（以下「建築主事等」と

いう。）   に提出された建築確認申請書及び

法」に、「建築主事が確認」を「建築主事等

が確認」に、「建築主事に提出された建築確

認申請書及び建築基準法」を「建築主事等

に提出された建築確認申請書及び法」に、

「建築基準法第42条第１項第４号若しくは

第５号、第２項若しくは第４項又は同法第

68条の７第１項」を「法第42条第１項第４

号若しくは第５号、第２項若しくは第４項

又は法第68条の７第１項」に改める。 

                    

◎世田谷区告示第270号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第252

条の７第１項の規定に基づき、港区、世田

谷区、中野区、豊島区、荒川区、板橋区、

葛飾区及び江戸川区において、措置費共同

経理課（児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第50条第７号及び第７号の３に規定する費

用の支弁等に関する事務を処理する内部組

織をいう。）を共同設置したため、地方自治

法第252条の７第３項において準用する同法

第252条の２の２第２項の規定により別紙の

とおり告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 

別 紙 

 児童相談所を設置する特別区における措

置費共同経理課の共同設置に関する規約 

（共同設置する特別区） 

第１条 港区、世田谷区、中野区、豊島区、

荒川区、板橋区、葛飾区及び江戸川区（以

下「関係区」という。）は、地方自治法（昭

和22年法律第67号）第252条の７第１項の

規定に基づき、共同して内部組織を設置

する。 

（名称） 

第２条 関係区が共同設置する内部組織の

名称は、措置費共同経理課とする。 

（執務場所） 

第３条 措置費共同経理課の執務場所は、

東京都千代田区飯田橋三丁目５番１号東

京区政会館内とする。 

（幹事となる特別区） 

第４条 措置費共同経理課で処理する事務

の幹事となる特別区（以下「幹事区」と

いう。）は、関係区の長の協議により定め

る。 

（処理する事務） 

第５条 措置費共同経理課で処理する事務

は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）

第50条第７号及び第７号の３に規定す

る費用の支弁に関する事務で関係区の

長の協議により定めたもの 

 ⑵ 前号に掲げる事務に付随する事務で

関係区の長の協議により定めたもの 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、関係区

の権限に属する事務で関係区の長の協

議により定めたもの 

（職員の選任方法） 

第６条 措置費共同経理課の職員は、関係

区の長の協議により定める職員の候補者

のうちから、幹事区の長がこれを選任す

る。ただし、幹事区の長が幹事区の職員

から候補者を定めるときは、当該候補者

のうちから、幹事区の長がこれを選任す

ることができる。 

２ 幹事区の長は、前項の規定により選任

された職員の氏名及び職歴を、幹事区以

外の関係区（以下「他区」という。）の長

に通知しなければならない。 

３ 幹事区の長は、措置費共同経理課の職

員に欠員が生じたときは、速やかにその

旨を他区の長に通知するとともに、第１

項の例により措置費共同経理課の職員を

選任するものとする。 

（職員の身分取扱い） 

第７条 措置費共同経理課の職員は、幹事

区の職員の身分を有するものとして取り

扱う。 

（負担金） 

第８条 措置費共同経理課に関する関係区

の負担金の額、精算の時期及び精算の方

法（以下「負担金の額等」という。）は、

関係区の長の協議により定める。 

（予算） 

第９条 第５条各号に掲げる事務に係る国

庫負担金等の歳入予算及び前条に規定す

る負担金の歳出予算は、関係区のそれぞ

れの予算に計上する。 

２ 措置費共同経理課に関する歳入予算及

び歳出予算（前条に規定する負担金の歳

出予算を除く。）は、幹事区の予算に計上

する。 

（決算） 

第10条 措置費共同経理課に係る決算の対

応については、関係区の長の協議により

定める。 

（監査） 

第11条 措置費共同経理課に係る監査の対

応については、関係区の長の協議により

定める。 

（条例等の調整） 

第12条 関係区の長は、措置費共同経理課

で処理する事務の管理及び執行に関する

条例、規則その他の規程について、相互

に調整するよう努めなければならない。 

（協定の締結） 

第13条 関係区の長は、第４条に規定する

幹事区、第５条に規定する処理する事務、

第８条に規定する関係区の負担金の額等、

第10条に規定する決算及び第11条に規定

する監査について、別に協定を締結する

ものとする。 

２ 関係区の長は、前項の協定を締結した

ときは、その協定の内容を公表するもの

とする。 

（補則） 

第14条 この規約に定めるもののほか、措

置費共同経理課に係る事務に関し必要な

事項は、関係区の長の協議により定める。 

   附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行

する。 

                    

◎世田谷区告示第271号 

 会計年度任用職員の報酬の額に関する規

程（令和２年４月世田谷区告示第341号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 本則の表を次のように改める。 

 

職 名 額の

種別 

⑴ 報酬の額 ⑵ 地域手当に相当する

報酬 

⑴及び⑵の合計額 

外国人相談嘱託員 月額 136,190円から167,619円

までの額 

27,238円から33,523円ま

での額 

163,428円から201,142円

までの額 

交通事故相談嘱託員 月額 94,285円 18,857円 113,142円 

キャロットタワー住民票・印鑑証明発行窓口嘱

託員 

月額 72,331円 14,466円 86,797円 

世田谷保健福祉センター生活支援課事務補助員 月額 51,347円 10,269円 61,616円 

世田谷総合支所保健福祉センター保健福祉課事

務補助 

月額 64,184円 12,836円 77,020円 

世田谷総合支所保健福祉センター健康づくり課

事務補助 

月額 51,347円 10,269円 61,616円 

家庭相談員 月額 124,167円 24,833円 149,000円 

世田谷総合支所保健福祉センター子ども家庭支

援課事務補助 

月額 90,927円 18,185円 109,112円 

北沢保健福祉センター生活支援課事務補助 月額 64,184円 12,836円 77,020円 

北沢総合支所保健福祉センター保健福祉課事務

補助 

月額 26,743円から64,184円ま

での額 

5,348円から12,836円ま

での額 

32,091円から77,020円ま

での額 
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北沢総合支所保健福祉センター健康づくり課事

務補助 

月額 44,929円 8,985円 53,914円 

北沢総合支所保健福祉センター子ども家庭支援

課事務補助 

月額 64,184円 12,836円 77,020円 

玉川総合支所保健福祉センター保健福祉課事務

補助 

月額 64,184円 12,836円 77,020円 

玉川総合支所保健福祉センター健康づくり課事

務補助 

月額 51,347円 10,269円 61,616円 

玉川総合支所保健福祉センター子ども家庭支援

課事務補助 

月額 51,347円 10,269円 61,616円 

砧総合支所保健福祉センター保健福祉課事務補

助 

月額 64,184円 12,836円 77,020円 

砧総合支所保健福祉センター健康づくり課事務

補助 

月額 51,347円 10,269円 61,616円 

砧保健福祉センター子ども家庭支援課事務補助 月額 64,184円から85,579円ま

での額 

12,836円から17,115円ま

での額 

77,020円から102,694円

までの額 

烏山区民センター案内窓口嘱託員 月額 56,057円 11,211円 67,268円 

烏山地域街づくり嘱託員 月額 215,191円 43,038円 258,229円 

烏山保健福祉センター生活支援課事務補助 月額 64,184円 12,836円 77,020円 

烏山総合支所保健福祉センター保健福祉課事務

補助 

月額 64,184円 12,836円 77,020円 

介護保険認定事務支援員 月額 168,464円 33,692円 202,156円 

烏山総合支所保健福祉センター健康づくり課事

務補助 

月額 51,374円 10,269円 61,616円 

烏山総合支所保健福祉センター子ども家庭支援

課事務補助 

月額 64,184円 12,836円 77,020円 

不動産専門調査員 月額 137,812円 27,562円 165,374円 

区史編さん資料調査員 月額 167,619円 33,523円 201,142円 

経済センサス活動調査事務補助 月額 80,230円 16,046円 96,276円 

国勢調査事務補助 月額 64,184円から96,276円ま

での額 

12,836円から19,255円ま

での額 

77,020円から115,531円

までの額 

統計調査事務補助 月額 80,230円 16,046円 96,276円 

行政不服審査専門員 月額 301,417円 60,283円 361,700円 

事務嘱託員 月額 135,019円 27,003円 162,022円 

事務嘱託員（障害） 月額 135,019円 27,003円 162,022円 

事務嘱託員（障害） 日額 2,411円 482円 2,893円 

保育業務員用務（障害） 月額 125,384円 25,076円 150,460円 

図書館業務員（障害） 月額 96,276円から97,346円ま

での額 

19,255円から19,469円ま

での額 

115,531円から116,815円

までの額 

障害者活躍支援専門員 月額 232,000円 46,400円 278,400円 

障害者活躍支援員 月額 152,498円 30,499円 182,997円 

建築技術嘱託員 月額 149,333円 29,866円 179,199円 

土木技術嘱託員 月額 149,333円 29,866円 179,199円 

産業保健嘱託員 月額 193,828円 38,765円 232,593円 

危機管理専門員 月額 130,867円 26,173円 157,040円 

犯罪抑止専門員 月額 183,397円 36,679円 220,076円 

契約事務補助 月額 80,230円 16,046円 96,276円 

課税課事務補助 月額 64,184円から120,880円

までの額 

12,836円から24,176円ま

での額 

77,020円から145,056円

までの額 

納税課事務補助 月額 124,089円から125,801円

までの額 

24,817円から25,160円ま

での額 

148,906円から150,961円

までの額 

市民大学・生涯大学嘱託員 月額 152,914円 30,582円 183,496円 

ＤＶ相談支援専門員 月額 71,070円から189,522円

までの額 

14,214円から37,904円ま

での額 

85,284円から227,426円

までの額 

犯罪被害者等支援相談嘱託員 月額 72,729円から159,096円

までの額 

14,545円から31,819円ま

での額 

87,274円から190,915円

までの額 

平和資料館専門員 月額 191,466円 38,293円 229,759円 

出張所嘱託員 月額 67,509円から135,019円 13,501円から27,003円ま 81,010円から162,022円
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までの額 での額 までの額 

戸籍相談支援専門員 月額 150,571円 30,114円 180,685円 

マイナンバー嘱託員 月額 135,019円 27,003円 162,022円 

集中入力センター嘱託員 月額 57,865円 11,573円 69,438円 

総合支所窓口案内嘱託員 月額 152,914円 30,582円 183,496円 

環境技術嘱託員 月額 150,000円 30,000円 180,000円 

消費生活相談員 月額 179,625円 35,925円 215,550円 

清掃・リサイクル部事業課事務補助 月額 68,195円 13,639円 81,834円 

世田谷清掃事務所業務員 月額 26,500円から141,338円

までの額 

5,300円から28,267円ま

での額 

31,800円から169,605円

までの額 

玉川清掃事務所業務員 月額 26,500円から141,338円

までの額 

5,300円から28,267円ま

での額 

31,800円から169,605円

までの額 

砧清掃事務所業務員 月額 26,500円から141,338円

までの額 

5,300円から28,267円ま

での額 

31,800円から169,605円

までの額 

専門調査員（世田谷区保健福祉サービス苦情審

査会及び世田谷区保健福祉サービス向上委員会

担当） 

月額 190,247円 38,049円 228,296円 

就労準備のための業務補助 月額 85,579円 17,115円 102,694円 

就労支援専門員 月額 197,333円 39,466円 236,799円 

生活支援専門員 月額 150,571円から200,761円

までの額 

30,114円から40,152円ま

での額 

180,685円から240,913円

までの額 

年金・資産調査専門員 月額 148,000円から197,333円

までの額 

29,600円から39,466円ま

での額 

177,600円から236,799円

までの額 

自立促進専門員 月額 200,761円 40,152円 240,913円 

債権管理調査専門員 月額 165,333円 33,066円 198,399円 

中国残留邦人等支援・相談員 月額 105,341円 21,068円 126,409円 

ひきこもり等支援専門嘱託員 月額 139,617円から171,836円

までの額 

27,923円から34,367円ま

での額 

167,540円から206,203円

までの額 

国民健康保険給付事務嘱託員 月額 170,133円から174,933円

までの額 

34,026円から34,986円ま

での額 

204,159円から209,919円

までの額 

国民健康保険嘱託保健師 月額 193,828円 38,765円 232,593円 

国民健康保険事業事務補助 月額 64,184円から102,694円

までの額 

12,836円から20,538円ま

での額 

77,020円から123,232円

までの額 

後期高齢者医療事務補助 月額 51,347円から90,927円ま

での額 

10,269円から18,185円ま

での額 

61,616円から109,112円

までの額 

国民健康保険料徴収支援専門員 月額 165,333円 33,066円 198,399円 

高齢福祉課事務補助員 月額 90,927円 18,185円 109,112円 

介護保険認定調査員 月額 162,270円 32,454円 194,724円 

介護保険認定審査専門員 月額 147,406円 29,481円 176,887円 

介護保険課事務補助 月額 64,184円から121,950円

までの額 

12,836円から24,390円ま

での額 

77,020円から146,340円

までの額 

介護保険事務嘱託員 月額 94,031円から135,019円

までの額 

18,806円から27,003円ま

での額 

112,837円から162,022円

までの額 

介護予防専門栄養士 月額 168,228円 33,645円 201,873円 

介護予防リハビリテーション専門員 月額 238,552円 47,710円 286,262円 

介護予防ケアマネジメント事務補助 月額 121,950円 24,390円 146,340円 

せたがやデジタルポイントラリー事業事務嘱託

員 

月額 135,019円 27,003円 162,022円 

専門調査員（障害者差別解消支援担当） 月額 88,986円から133,480円

までの額 

17,797円から26,696円ま

での額 

106,783円から160,176円

までの額 

障害認定事務嘱託員 月額 135,019円 27,003円 162,022円 

障害福祉事務補助 月額 35,657円 7,131円 42,788円 

障害者心理支援専門員 月額 261,084円 52,216円 313,300円 

自動車燃料費助成事務補助 月額 115,531円 23,106円 138,637円 

障害者チャレンジ雇用事務補助員 月額 64,184円から85,579円ま

での額 

12,836円から17,115円ま

での額 

77,020円か102,694円ま

での額 

障害者チャレンジ雇用業務補助員 月額 102,694円 20,538円 123,232円 

障害者チャレンジ雇用嘱託員 月額 103,697円 20,739円 124,436円 
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発達支援コーディネーター 月額 232,417円 46,483円 278,900円 

児童課事務補助 月額 85,579円 17,115円 102,694円 

新ＢＯＰ指導員 月額 40,130円から171,428円

までの額 

8,026円から34,285円ま

での額 

48,156円から205,713円

までの額 

新ＢＯＰ看護師 月額 172,043円 34,408円 206,451円 

子育て児童ひろば嘱託員（指導員） 月額 140,142円 28,028円 168,170円 

北沢子どもの居場所支援事業嘱託員（指導員） 月額 144,663円 28,932円 173,595円 

発達支援親子グループ事業専門支援員 月額 232,417円 46,483円 278,900円 

発達支援親子グループ事業支援員 月額 135,019円 27,003円 162,022円 

子どもの人権擁護機関相談・調査専門員 月額 216,774円 43,354円 260,128円 

子ども家庭支援センター支援専門員 月額 193,828円 38,765円 232,593円 

子ども家庭支援センター子育て応援相談員 月額 175,070円 35,014円 210,084円 

子ども家庭支援専門調査員 月額 138,917円から277,834円

までの額 

27,783円から55,566円ま

での額 

166,700円から333,400円

までの額 

要保護児童支援専門員 月額 253,750円 50,750円 304,500円 

児童相談支援専門員（福祉） 月額 190,334円 38,066円 228,400円 

児童相談支援専門員（心理） 月額 63,584円 12,716円 76,300円 

要保護児童等支援専門員（心理） 月額 190,750円 38,150円 228,900円 

青少年健全育成支援相談員 月額 191,466円 38,293円 229,759円 

児童相談所虐待等対応協力員 月額 158,004円 31,600円 189,604円 

児童虐待通告対応専門員 月額 158,004円 31,600円 189,604円 

児童相談所虐待等対応強化専門員 月額 195,303円 39,060円 234,363円 

児童相談所里親対応専門員 月額 158,004円 31,600円 189,604円 

児童相談所一時保護所栄養管理嘱託員 月額 155,733円 31,146円 186,879円 

児童相談所一時保護所児童指導員 月額 151,397円 30,279円 181,676円 

児童相談所一時保護所学習指導員 月額 172,936円 34,587円 207,523円 

児童相談所一時保護所学習指導専門員 月額 270,107円 54,021円 324,128円 

児童相談所一時保護所看護師 月額 172,043円 34,408円 206,451円 

児童相談所一時保護所業務調理員 月額 107,472円 21,494円 128,966円 

児童相談所一時保護所夜間児童指導員 月額 60,276円 12,055円 72,331円 

保育員 月額 58,897円から147,244円

までの額 

11,779円から29,448円ま

での額 

70,676円から176,692円

までの額 

保育園看護師（代替） 月額 177,066円 35,413円 212,479円 

保育園栄養管理嘱託員 月額 161,995円 32,399円 194,394円 

保育業務員調理 月額 73,127円から163,123円

までの額 

14,625円から32,624円ま

での額 

87,752円から195,747円

までの額 

保育業務員用務 月額 73,887円から125,384円

までの額 

14,777円から25,076円ま

での額 

88,664円から150,460円

までの額 

保育補助員 月額 9,816円から105,939円ま

での額 

1,963円から21,187円ま

での額 

11,779円から127,126円

までの額 

調理補助員 月額 25,806円から60,215円ま

での額 

5,161円から12,043円ま

での額 

30,967円から72,258円ま

での額 

用務補助員 月額 25,806円から60,215円ま

での額 

5,161円から12,043円ま

での額 

30,967円から72,258円ま

での額 

保育運営支援専門員 月額 60,034円から240,134円

までの額 

12,006円から48,026円ま

での額 

72,040円から288,160円

までの額 

保育入園事務嘱託員 月額 101,264円から115,730円

までの額 

20,252円から23,146円ま

での額 

121,516円から138,876円

までの額 

保育施設指導検査員 月額 180,100円から225,125円

までの額 

36,020円から45,025円ま

での額 

216,120円から270,150円

までの額 

嘱託保健師 月額 193,828円 38,765円 232,593円 

嘱託検査技師 月額 164,723円 32,944円 197,667円 

保健師育成トレーナー 月額 221,384円 44,276円 265,660円 

健康企画課事務補助 月額 64,184円 12,836円 77,020円 

嘱託乳児期家庭訪問指導員 月額 193,828円 38,765円 232,593円 

母子保健コーディネーター 月額 193,828円 38,765円 232,593円 

精神保健相談員 月額 232,417円 46,483円 278,900円 
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嘱託栄養士 月額 168,228円 33,645円 201,873円 

嘱託歯科衛生士 月額 163,428円 32,685円 196,113円 

世田谷保健所嘱託歯科衛生士 月額 158,156円 31,631円 189,787円 

乳児期家庭訪問事業事務補助 月額 64,184円 12,836円 77,020円 

健康推進課事務補助 月額 64,184円 12,836円 77,020円 

嘱託衛生監視 月額 163,885円 32,777円 196,662円 

生活保健事務補助 月額 102,694円 20,538円 123,232円 

衛生統計調査事務補助員 月額 115,531円 23,106円 138,637円 

マンション調査専門員 月額 155,733円 31,146円 186,879円 

道路監察専門員 月額 182,714円 36,542円 219,256円 

区民交通傷害保険事務補助員 月額 90,927円 18,185円 109,112円 

備考 地域手当に相当する報酬とは、会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年10月世田谷区条例第21号）第７

条の地域手当に相当する報酬をいう。 
                    
◎世田谷区告示第272号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第51条の25第４項の規定による指定特

定相談支援の事業の廃止の届出があったの

で、同法第51条の30第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業者の名称     株式会社エ

ムツー・サ

ポート 

 ２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区千歳台

一丁目15番

17号 

 ３ 事業所の名称     エムツー・

サポート指

定特定相談

支援事業所 

 ４ 事業所の所在地    東京都世田

谷区千歳台

一丁目15番

17号 

 ５ 事業所番号      1331202950 

 ６ 事業の種類      特定相談支

援事業 

 ７ 事業の主たる対象者  特定なし 

 ８ 廃止の年月日     令和６年３

月18日 

                    

◎世田谷区告示第273号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24

条の32第２項の規定による指定障害児相談

支援の事業の廃止の届出があったので、同

法第24条の37の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業者の名称     株式会社エ

ムツー・サ

ポート 

 ２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区千歳台

一丁目15番

17号 

 ３ 事業所の名称     エムツー・

サポート指

定特定相談

支援事業所 

 ４ 事業所の所在地    東京都世田

谷区千歳台

一丁目15番

17号 

 ５ 事業所番号      1371200286 

 ６ 事業の種類      障害児相談

支援事業 

 ７ 事業の主たる対象者  特定なし 

 ８ 廃止の年月日     令和６年３

月18日 

                    

◎世田谷区告示第274号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第51条の25第４項の規定による指定特

定相談支援の事業の廃止の届出があったの

で、同法第51条の30第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業者の名称     社会福祉法

人櫂 

 ２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区上馬三

丁目７番８

号６階 

 ３ 事業所の名称     相談室なび

お 

 ４ 事業所の所在地    東京都世田

谷区野沢四

丁目22番６

－102号 

 ５ 事業所番号      1331204188 

 ６ 事業の種類      特定相談支

援事業 

 ７ 事業の主たる対象者  特定なし 

 ８ 廃止の年月日     令和６年３

月31日 

                    

◎世田谷区告示第275号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成17年法律第123

号）第51条の25第４項の規定による指定特

定相談支援の事業の廃止の届出があったの

で、同法第51条の30第２項の規定により告

示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業者の名称     有限会社サ

ニーインタ

ラクティブ 

 ２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区喜多見

八丁目16番

12号１Ｆ 

 ３ 事業所の名称     サニー・け

あサポート 

 ４ 事業所の所在地    東京都世田

谷区喜多見

八丁目16番

12号１Ｆ 

 ５ 事業所番号      1331204832 

 ６ 事業の種類      特定相談支

援事業 

 ７ 事業の主たる対象者  特定なし 

 ８ 廃止の年月日     令和６年３

月31日 

                    

◎世田谷区告示第276号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24

条の32第２項の規定による指定障害児相談

支援の事業の廃止の届出があったので、同

法第24条の37の規定により告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業者の名称     有限会社サ

ニーインタ

ラクティブ 

 ２ 主たる事務所の所在地 東京都世田

谷区喜多見

八丁目16番

12号１Ｆ 

 ３ 事業所の名称     サニー・け

あサポート 

 ４ 事業所の所在地    東京都世田

谷区喜多見

八丁目16番

12号１Ｆ 

 ５ 事業所番号      1371200989 

 ６ 事業の種類      障害児相談

支援事業 

 ７ 事業の主たる対象者  特定なし 

 ８ 廃止の年月日     令和６年３

月31日 

                    

◎世田谷区告示第277号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の５の15第１項及び第59条の４第１項の

規定により指定障害児通所支援事業者を指

定したので、同法第21条の５の25第１号及

び第59条の４第１項の規定により告示する。 

令和６年５月20日（第758号）
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  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称     ｕｎｉｃｏ

世田谷上北

沢 

 ２ 事業所の所在地    東京都世田

谷区上北沢

三丁目18番

７号幸作ビ

ル１Ｆ 

 ３ 申請者の名称     Ｃ―ｓｕｉ

ｔｅ合同会

社 

 ４ 指定年月日      令和６年４

月１日 

 ５ 障害児通所支援の種類 児童発達支

援 

                    

◎世田谷区告示第278号 

 次のとおり都市公園の区域を変更するの

で、世田谷区立公園条例（昭和33年４月世

田谷区条例第４号）第２条の２の規定に基

づき告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 名     称  世田谷区立玉川

野毛町公園 

 ２ 位     置  東京都世田谷区

野毛一丁目25番

１号 

 ３ 区     域  別紙案内図のと

おり 

 ４ 変 更 の 期 日  令和６年４月１

日 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第279号 

 次のとおり都市公園の区域を変更するの

で、世田谷区立公園条例（昭和33年４月世

田谷区条例第４号）第２条の２の規定に基

づき告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 名     称  世田谷区立喜多

見農業公園 

 ２ 位     置  東京都世田谷区

喜多見四丁目16

番25号 

 ３ 区     域  別紙案内図のと

おり 

 ４ 変 更 の 期 日  令和６年４月１

日 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第280号 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21

条の５の20第４項及び第59条の４第１項の

規定により指定障害児通所支援の事業の廃

止の届出があったので、同法第21条の５の

25第２号及び第59条の４第１項の規定によ

り告示する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称     そらのいろ

梅丘 

 ２ 事業所の所在地    世田谷区梅

丘一丁目22

番４号グロ

ーリア初穂

梅ヶ丘101 

 ３ 申請者の名称     株式会社そ

らのいろ 

 ４ 廃止年月日      令和６年３

月31日 

 ５ 障害児通所支援の種類 放課後等デ

イサービス 

                    

◎世田谷区告示第281号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月３日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

  ⑴ 28－１ 

  ⑵ 28－１ 

 ２ 変更の区間 

  ⑴ 世田谷区若林一丁目32番８の内 

  ⑵ 世田谷区若林一丁目12番12の内 

 ３ 変更の区域 

  ⑴ 延 長  10.51メートル 

    幅 員  0.31メートルから 

         0.50メートルまで 

    面 積  4.29平方メートル 

  ⑵ 延 長  12.99メートル 

    幅 員  0.38メートルから 

         0.53メートルまで 

    面 積  5.93平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月３日 

                    

◎世田谷区告示第282号 

 世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月８日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月８日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号 

    34－Ｇ090 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区中町五丁目38番16 

 ３ 変更の区域 

    延 長  4.65メートル 

    幅 員  0.50メートル 

    面 積  2.33平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月８日 

                    

◎世田谷区告示第283号 

   東京都後期高齢者医療広域連合規約

の一部を変更する規約の公表につい

て 

 東京都知事に対し、東京都後期高齢者医

療広域連合規約を変更することについて、

令和６年３月29日付で届出をし、受理され

たので、当該東京都後期高齢者医療広域連

合規約の一部を変更する規約を別紙のとお

り公表する。 

  令和６年４月８日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

別紙省略 

                    

◎世田谷区告示第284号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の５第２項の規定による指定地域密着型

サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。 

  令和６年４月８日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称   デイサービスや

まぼうし 

 ２ 事業所の所在地  東京都世田谷区

玉川四丁目13番

７号シティコー

ト二子玉川101 

 ３ 事業者の名称   社会福祉法人大

三島育徳会 

 ４ 廃止届受理年月日 令和６年４月２

日 

 ５ サービスの種類  認知症対応型通

所介護 

                    

◎世田谷区告示第285号 

 世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月９日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月９日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号 

    22－Ｄ657－02 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区桜上水三丁目264番54か

ら264番56まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  19.03メートル 

    幅 員  0.00メートルから 

         0.25メートルまで 

    面 積  4.14平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月９日 

                    

◎世田谷区告示第286号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の５第２項の規定による指定地域密着型

サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。 

  令和６年４月９日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称   高円寺ビレッジ 

 ２ 事業所の所在地  東京都杉並区高

円寺北三丁目29

番７号 

 ３ 事業者の名称   株式会社ケアギ

令和６年５月20日（第758号）
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令和６年５月20日（第758号） 

－ 30 － 

バー・ジャパン 

 ４ 廃止届受理年月日 令和６年４月３

日 

 ５ サービスの種類  地域密着型通所

介護 

                    

◎世田谷区告示第287号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月10日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区駒沢四丁目131番44から

131番40の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  16.42メートル 

    幅 員  0.15メートルから 

         0.16メートルまで 

    面 積  2.55平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月10日 

                    

◎世田谷区告示第288号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

１項の規定に基づき、特別区道路線の区域

を次のように変更する。 

 この関係図面は、令和６年４月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月10日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区駒沢四丁目131番40の内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  0.01メートル 

    幅 員  0.15メートル 

    面 積  0.01平方メートル 

                    

◎世田谷区告示第289号 

 世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月10日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月10日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号 

    21－Ｇ056 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区豪徳寺一丁目1907番６の

内から1908番12の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  13.74メートル 

    幅 員  0.50メートルから 

         0.68メートルまで 

    面 積  8.12平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月10日 

                    

◎世田谷区告示第290号 

 車両制限令（昭和36年政令第265号）第５

条第１項の規定に基づき、自動車の交通量

が極めて少ないと認める特別区道を次のと

おり指定するので、車両の通行の許可の手

続等を定める省令（昭和36年建設省令第28

号）第５条第１項の規定により告示する。 

 この関係図面は、令和６年４月12日から

２週間世田谷区土木部土木計画調整課にお

いて一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月12日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 路線名 

    特別区道 

 ２ 指定区間 

    世田谷区上野毛三丁目21番先から

世田谷区上野毛三丁目20番先まで 

 ３ 指定年月日 

    令和６年４月12日 

                    

◎世田谷区告示第291号 

 建築計画概要書等閲覧場所の設置につい

て（平成28年４月世田谷区告示第265号）の

一部を次のように改正する。 

  令和６年４月15日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 本則中「東京都世田谷区世田谷四丁目21

番27号」を「東京都世田谷区世田谷四丁目

22番33号」に改める。 

                    

◎世田谷区告示第292号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の２第１項の規定により指定地域密着型

サービス事業者を指定したので、同法第78

条の11第１号の規定により告示する。 

  令和６年４月17日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称  スギコー定期巡回 

 ２ 事業所の所在地 東京都杉並区高井

戸東三丁目18番７

号杉交第２ビル 

 ３ 事業者の名称  スギコー株式会社 

 ４ 指定年月日   令和６年４月５日 

 ５ サービスの種類 定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

                    

◎世田谷区告示第293号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月19日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月19日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区給田四丁目867番８から

867番10まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  10.19メートル 

    幅 員  1.00メートル 

    面 積  10.20平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月19日 

                    

◎世田谷区告示第294号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条第

２項の規定に基づき、特別区道路線の供用

を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月19日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月19日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 供用開始の区間 

    世田谷区若林四丁目207番69の内

から207番65の内まで 

 ３ 供用開始の区域 

    延 長  9.20メートル 

    幅 員  1.63メートル 

    面 積  14.69平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月19日 

                    

◎世田谷区告示第295号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月19日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月19日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

  ⑴ 28－１ 

  ⑵ 28－１ 

 ２ 変更の区間 

  ⑴ 世田谷区若林一丁目48番23の内か

ら48番27の内まで 

  ⑵ 世田谷区若林一丁目48番23の内 

 ３ 変更の区域 

  ⑴ 延 長  12.17メートル 

    幅 員  0.66メートルから 

         0.88メートルまで 

    面 積  9.17平方メートル 

  ⑵ 延 長  11.67メートル 

    幅 員  0.63メートルから 

         0.68メートルまで 

    面 積  10.12平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月19日 

                    

◎世田谷区告示第296号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月22日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月22日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

令和６年５月20日（第758号）

－ 30 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 31 － 

    世田谷区代沢二丁目144番４の内

から146番２の内まで 

 ３ 変更の区域 

    延 長  23.95メートル 

    幅 員  0.59メートルから 

         0.63メートルまで 

    面 積  14.29平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月22日 

                    

◎世田谷区告示第297号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月23日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区三軒茶屋一丁目56番３の

内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  13.73メートル 

    幅 員  0.02メートルから 

         0.19メートルまで 

    面 積  1.55平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月23日 

                    

◎世田谷区告示第298号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月23日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区下馬六丁目33番11地先無

番 

 ３ 変更の区域 

    延 長  14.67メートル 

    幅 員  1.37メートル 

    面 積  20.12平方メートル 

４ 供用開始の期日 

    令和６年４月23日 

                    

◎世田谷区告示第299号 

 世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第５条第２

項の規定に基づき、区管理道路線の一部を

次のように廃止する。 

 この関係図面は、令和６年４月23日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号 

    13－Ｇ111－１ 

 ２ 一部を廃止する起終点 

   （旧）世田谷区下馬六丁目33番32地

先無番から33番11地先無番ま

で 

   （新）世田谷区下馬六丁目33番32地

先無番 

 ３ 廃止の期日 

    令和６年４月23日 

                    

◎世田谷区告示第300号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第115

条の22第１項の規定により指定介護予防支

援事業者を指定したので、同法第115条の30

第１号の規定により告示する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称  特定非営利活動法

人向日葵 

 ２ 事業所の所在地 東京都世田谷区世

田谷一丁目44番１

号 

 ３ 事業者の名称  特定非営利活動法

人向日葵 

 ４ 指定年月日   令和６年５月１日 

 ５ サービスの種類 介護予防支援 

                    

◎世田谷区告示第301号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第115

条の22第１項の規定により指定介護予防支

援事業者を指定したので、同法第115条の30

第１号の規定により告示する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称  ホームケア世田谷 

 ２ 事業所の所在地 東京都世田谷区上

用賀一丁目22番23

号グランクレール

馬事公苑 

 ３ 事業者の名称  株式会社東急イー

ライフデザイン 

 ４ 指定年月日   令和６年５月１日 

 ５ サービスの種類 介護予防支援 

                    

◎世田谷区告示第302号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第79

条第１項の規定により指定居宅介護支援事

業者を指定したので、同法第85条第１号の

規定により告示する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称  えん 

 ２ 事業所の所在地 東京都世田谷区宮

坂三丁目７番12号

シティーコーポ経

堂107 

 ３ 事業者の名称  株式会社ＥＮ 

 ４ 指定年月日   令和６年５月１日 

 ５ サービスの種類 居宅介護支援 

                    

◎世田谷区告示第303号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の５第２項の規定による指定地域密着型

サービス事業の廃止の届出があったので、

同法第78条の11第２号の規定により告示す

る。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称   レコードブック

碑文谷 

 ２ 事業所の所在地  東京都目黒区目

黒本町六丁目９

番15号 

 ３ 事業者の名称   株式会社アイビ

ス・ケア 

 ４ 廃止届受理年月日 令和６年４月９

日 

 ５ サービスの種類  地域密着型通所

介護 

                    

◎世田谷区告示第304号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の２第１項の規定により指定地域密着型

サービス事業者を指定したので、同法第78

条の11第１号の規定により告示する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称  デイサービスセン

ターゆたか 

 ２ 事業所の所在地 埼玉県児玉郡上里

町大字七本木2955

番地２ 

 ３ 事業者の名称  あおき企画株式会

社 

 ４ 指定年月日   令和５年10月30日 

 ５ サービスの種類 地域密着型通所介

護 

                    

◎世田谷区告示第305号 

 介護保険法（平成９年法律第123号）第78

条の２第１項の規定により指定地域密着型

サービス事業者を指定したので、同法第78

条の11第１号の規定により告示する。 

  令和６年４月23日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 事業所の名称  優楽亭デイサービ

ス南区白妙 

 ２ 事業所の所在地 神奈川県横浜市南

区白妙町二丁目７

番10号グランパー

ク横浜南１階 

 ３ 事業者の名称  リンク株式会社 

 ４ 指定年月日   令和６年４月１日 

 ５ サービスの種類 地域密着型通所介

護 

                    

◎世田谷区告示第306号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月24日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 認定番号 

  ⑴ 28－１ 

  ⑵ 36－５ 

 ２ 変更の区間 

  ⑴ 世田谷区奥沢七丁目85番９ 

  ⑵ 世田谷区奥沢七丁目85番10 

 ３ 変更の区域 

  ⑴ 延 長  22.03メートル 

    幅 員  1.87メートル 

令和６年５月20日（第758号）

－ 31 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 32 － 

    面 積  43.27平方メートル 

  ⑵ 面 積  2.55平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月24日 

                    

◎世田谷区告示第307号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月24日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    38－６ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区太子堂一丁目389番86の

内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  10.12メートル 

    幅 員  0.13メートルから 

         0.21メートルまで 

    面 積  1.78平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月24日 

                    

◎世田谷区告示第308号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月24日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

  ⑴ 40－１ 

  ⑵ 47－25 

 ２ 変更の区間 

  ⑴ 世田谷区桜上水二丁目199番11 

  ⑵ 世田谷区桜上水二丁目199番60 

 ３ 変更の区域 

  ⑴ 延 長  55.68メートル 

    幅 員  0.95メートルから 

         1.08メートルまで 

    面 積  72.60平方メートル 

  ⑵ 延 長  59.33メートル 

    幅 員  1.11メートルから 

         1.12メートルまで 

    面 積  66.55平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月24日 

                    

◎世田谷区告示第309号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    28－１ 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区祖師谷六丁目785番21の

内 

 ３ 変更の区域 

    延 長  17.92メートル 

    幅 員  0.20メートルから 

         0.43メートルまで 

    面 積  4.56平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月26日 

                    

◎世田谷区告示第310号 

 道路法（昭和27年法律第180号）第18条の

規定に基づき、特別区道路線の区域を次の

ように変更し、その供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定番号 

    49－12 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区砧六丁目115番39 

 ３ 変更の区域 

    面 積  8.10平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月26日 

                    

◎世田谷区告示第311号 

 世田谷区公共物管理条例施行規則（平成

14年３月世田谷区規則第45号）第４条第２

項の規定に基づき区管理道路線の区域を次

のように変更し、同規則第６条の２の規定

に基づきその供用を開始する。 

 この関係図面は、令和６年４月26日から

15日間世田谷区道路・交通計画部道路管理

課において一般の縦覧に供する。 

  令和６年４月26日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定番号 

    21－Ｇ130 

 ２ 変更の区間 

    世田谷区松原一丁目８番38 

 ３ 変更の区域 

    延 長  6.50メートル 

    幅 員  0.63メートル 

    面 積  4.12平方メートル 

 ４ 供用開始の期日 

    令和６年４月26日 

                    

◎世田谷区告示第312号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第42

条第１項第５号の規定による指定道路につ

いて、次のとおり指定の取消しをした。 

 なお、関係図面は、世田谷区防災街づく

り担当部建築安全課において縦覧に供する。 

  令和６年４月30日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 指定取消番号  第2930号 

 ２ 指定取消年月日 令和６年４月30日 

 ３ 指定取消の位置 世田谷区若林三丁

目108番１の一部 

 ４ 道路の幅員   4.00メートル 

 ５ 道路の延長   63.6メートル 

 ６ 申請者氏名   東京建物株式会社 

           代表取締役 野村 

均 

                    

公   告 
                    

◎世田谷区公告第24号 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第63

条第２項において準用する同法第62条第１

項の規定による都市計画事業の事業計画の

変更図書の写しの送付を受けたので、同法

第63条第２項において準用する同法第62条

第２項の規定により、次のとおり公衆の縦

覧に供する。 

  令和６年４月３日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 都市計画事業の種類及び名称 

    東京都市計画道路事業補助線街路

第125号線 

 ２ 縦覧場所 

    世田谷区都市整備政策部都市計画

課 

                    

◎世田谷区公告第25号 

   開発行為に関する工事の完了公告 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第29

条第１項の規定に基づき許可した次の開発

行為に関する工事は、完了した。 

  令和６年４月10日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

１ 開発区域又は

工区に含まれる

地域の名称 

２ 許可を受けた者

の住所及び氏名 

東京都世田谷区 

給田四丁目 

 167番４ 

 167番14 

 167番22 

 167番23 

 167番24 

東京都中央区 

日本橋室町三丁目２

番１号 

三井不動産レジデン

シャル株式会社 

代表取締役 嘉村 

徹 

                    

◎世田谷区公告第26号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第86

条の２第１項の規定により認定した建築物

について、同条第６項の規定により次のと

おり公告する。 

  令和６年４月11日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定年月日及び認定番号 

    令和６年３月22日付第Ｒ05認定00 

32号 

 ２ 公告認定対象区域（地名地番） 

    世田谷区桜丘三丁目2702番11及び

12 

 ３ 建築物の名称 

    東京農業大学男子陸上部寮 

                    

◎世田谷区公告第27号 

 建築基準法（昭和25年法律第201号）第86

条の２第１項の規定により認定した建築物

について、同条第６項の規定により次のと

おり公告する。 

  令和６年４月24日 

世田谷区長 保 坂 展 人 

 １ 認定年月日及び認定番号 

    令和６年４月８日付第Ｒ05認定00 

37号 

令和６年５月20日（第758号）
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令和６年５月20日（第758号） 

－ 33 － 

 ２ 公告認定対象区域（地名地番） 

    世田谷区大蔵三丁目97番15 

 ３ 建築物の名称 

    （仮称）カーメスト大蔵の杜（第

２期） 

                    

訓 令 甲（教） 
                    

◎世田谷区教育委員会訓令甲第１号 

教 育 委 員 会 事 務 局 

教   育   機   関 

 世田谷区教育委員会事案決定手続規程

（昭和52年７月世田谷区教育委員会訓令甲

第４号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第１条本文中「課長」の次に「（事業推進

担当課長を含む。以下同じ。）」を加え、同

条ただし書中「第４条の」を「第４条第１

項の」に改める。 

 第４条の表以外の部分中「、次」を「次」

に改め、「された事案」の次に「（第３条又

は前条の規定により課長、係長若しくは担

当係長又は副参事の決定の対象とされた事

案を除く。）」を、「不在」の次に「（以下「不

在」という。）」を加え、「その決定に当たる」

を「決定する」に改め、同条の表課長の項

中「課に」を「課（事業推進担当課を含む。

以下同じ。）に」に改め、同条に次の１項を

加える。 

２ 第３条又は前条の規定により次の表の

左欄に掲げる者の決定の対象とされた事

案について至急に決定を行う必要がある

場合であって、当該事案の決定を行う者

が不在であるときは、同表右欄に掲げる

者が決定するものとする。 
 

課長 教育政策・生涯学習部長、学校教育部長又は教育総合センター長 

係長又は担当係長 課長 

副参事 課長 

 

 第５条第１項の表教育政策・生涯学習部

長、学校教育部長又は教育総合センター長

の項中「前条」を「前条第１項」に、「、学

校教育部長又は教育総合センター長」を「又

は学校教育部長」に改め、同表課長の項及

び課長補佐又は係長若しくは担当係長の項

中「前条」を「前条第１項」に改める。 

 第６条の見出し中「の」を「への」に改

め、同条第１項の表委員会が決定する事案

の項を削り、同表教育長が決定する事案の

項中「主管部長」を「主管に係る部長（以

下「主管部長」という。）」に改める。 

 第７条を次のように改める。 

（事案の決定関与の臨時代行） 

第７条 前条の規定により次の表の左欄に

掲げる者の同表中欄に掲げる審議、審査

又は協議（以下「決定関与」という。）の

対象とされた事案について至急に決定関

与を行う必要がある場合であって、当該

事案について決定関与を行う者が不在で

あるときは、同表右欄に掲げる者が決定

関与を行うものとする。 

 

部長 審議 当該事案を主管する課長 

協議 当該事案について直接影響を受ける事務を主管する課長 

課長 審議 課長があらかじめ指定する課長補佐（課長補佐を指定していない課にあっては、主管係長又は担任の

担当係長） 

協議 当該事案について直接影響を受ける事務を主管し、又は担任する係長又は担当係長 

係長及び担当係長 審議 主管課長があらかじめ指定する者 

協議 当該事案について直接影響を受ける事務を主管する課長があらかじめ指定する者 

教育総務課長 審査 教育総務課調整係長 

協議 教育総務課調整係長 

教育総務課調整係長 審査 教育計画・事務調整担当係長（教育計画・事務調整担当係長が不在であるときは経理係長） 

協議 教育計画・事務調整担当係長（教育計画・事務調整担当係長が不在であるときは経理係長） 

文書主任 審査 当該事案を主管する課長が文書事務をつかさどる職員のうちからあらかじめ指定する者 

 

 第７条の次に次の１条を加える。 

（事案の決定関与者） 

第７条の２ 前２条の規定により事案の決

定に対する関与を行う者を、事案の決定

関与者という。 

 別表１の部23の項中「2,000,000円以上」

を「一の該当者につき2,000,000円以上」に、

「200,000円」を「一の該当者につき200,000

円」に改め、同表２の部教育環境課の款２

の項中「区立学校」を「区立幼稚園及び区

立認定こども園並びに区立学校」に改め、

同表４の部教育研究・ＩＣＴ推進課の款４

の項を削り、同款の次に次のように加える。 

 

事
業
推
進
担
当
課 

１ 教育総合センタ

ーに係る事業の推

進及び調整に関す

ること。 

  １ 教育総合センタ

ーの事業の推進及

び調整に係る重要

な事項を決定する

こと。 

１ 教育総合センタ

ーの事業の推進及

び調整に係る定例

的な事項を決定す

ること。 

                    

◎世田谷区教育委員会訓令甲第２号 

教 育 委 員 会 事 務 局 

教   育   機   関 

 世田谷区教育委員会事務局統括課長、課

長補佐及び主任の職の指定等に関する規程

（昭和62年３月世田谷区教育委員会訓令甲

第４号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第２条第１号中「第４条」を「第４条第

１項」に改め、「及び」の次に「担当課長並

びに」を加え、「これ」を「これら」に改め

る。 

                    

◎世田谷区教育委員会訓令甲第３号 

教 育 委 員 会 事 務 局 

中  央  図  書  館 

地  域  図  書  館 

 世田谷区立図書館処務規程（昭和54年９

月世田谷区教育委員会訓令甲第17号）の一

部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第７条の表図書館運営係の項中第９号を

削り、第10号を第９号とし、第11号を第10

号とする。 

 第８条中第14号を第15号とし、第13号を

令和６年５月20日（第758号）

－ 33 －
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第14号とし、第12号の次に次の１号を加え

る。 

 ⒀ 世田谷区図書館カウンター三軒茶屋

の運営に関すること（世田谷区立世田

谷図書館に限る。）。 

                    

◎世田谷区教育委員会訓令甲第４号 

教 育 委 員 会 事 務 局 

教   育   機   関 

 世田谷区立学校等衛生管理者等設置規程

（令和元年10月世田谷区教育委員会訓令甲

第３号）の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第２条中第４項を第６項とし、同項の前

に次の１項を加える。 

５ この規程において「小中学校職員」と

は、小中学校に勤務する者をいう。 

 第２条中第３項を第４項とし、第２項の

次に次の１項を加える。 

３ この規程において「小中学校」とは、

世田谷区立学校設置条例第１条に規定す

る小学校及び中学校をいう。 

 第３条に次の２項を加える。 

６ 小中学校に化学物質管理者を置く。 

７ 小中学校において、労働安全衛生規則

（昭和47年労働省令第32号。以下「規則」

という。）第12条の５第１項に規定するリ

スクアセスメントの結果に基づく措置と

して、小中学校職員に保護具を使用させ

るときは、保護具着用管理責任者を置く。 

 第４条第３項中「労働安全衛生規則（昭

和47年労働省令第32号。以下「規則」とい

う。）」を「、規則」に改め、同条第４項中

「法」を「、法」に改め、同条に次の２項

を加える。 

６ 化学物質管理者は、その業務を担当す

るため必要な能力を有すると認められる

小中学校職員のうちから、規則第12条の

５の規定に基づき、教育委員会が任命す

る。 

７ 保護具着用管理責任者は、保護具に関

する知識及び経験を有すると認められる

小中学校職員のうちから、規則第12条の

６の規定に基づき、教育委員会が任命す

る。 

 第13条を第15条とし、第10条から第12条

までを２条ずつ繰り下げ、第９条の次に次

の２条を加える。 

（化学物質管理者の職務） 

第10条 化学物質管理者は、規則に定める

化学物質の管理に係る技術的事項を管理

する。 

（保護具着用管理責任者の職務） 

第11条 保護具着用管理責任者は、次に掲

げる事項を管理する。 

 ⑴ 保護具の適正な選択に関すること。 

 ⑵ 小中学校職員の保護具の適正な使用

に関すること。 

 ⑶ 保護具の保守管理に関すること。 

                    

◎世田谷区教育委員会訓令甲第５号 

教 育 委 員 会 事 務 局 

教   育   機   関 

 世田谷区教育委員会服務監察規程（令和

５年３月世田谷区教育委員会訓令甲第３号）

の一部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第４条第５号中  「第243条の２の２」 を 

「第243条の２の８」に改める。 

                    

◎世田谷区教育委員会訓令甲第６号 

教 育 委 員 会 事 務 局 

教   育   機   関 

 世田谷区教育委員会会計年度任用職員及

び世田谷区教育委員会会計年度任用講師の

服務の宣誓に関する取扱規程（令和３年３

月世田谷区教育委員会訓令甲第１号）の一

部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第２条中「第２条第１項に規定する課」

の次に「及び担当課」を、「規定する課長」

の次に「及び担当課長」を加える。 

                    

告   示（教） 
                    

◎世田谷区教育委員会告示第11号 

 世田谷区教育委員会公印規程（平成４年

３月世田谷区教育委員会告示第１号）の一

部を次のように改正する。 

  令和６年４月１日 

世田谷区教育委員会 

 第２条第１号中「これ」を「担当課長並

びにこれら」に改める。 

 別表３の部を次のように改める。 

 

３ 世田谷区教育委員会

教育長印 

１ 同 方30ミリメートル 表彰文書用 教育総務課長 

２ 同 方21ミリメートル 一般文書用 

３ 同 同 生涯学習事務用 生涯学習課長 

                    

規   則（区議会） 
                    

 次に掲げる規則を公布する。 

  令和６年４月15日 

    世田谷区議会議長 

おぎの けんじ 

 

世田谷区議会規則第２号 

 世田谷区議会委員会傍聴規則の一部を改

正する規則 

                    

   世田谷区議会委員会傍聴規則の一部

を改正する規則 

 世田谷区議会委員会傍聴規則（昭和50年

10月世田谷区議会規則第１号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条第１項中「別記第１号様式」を「第

１号様式」に、「別記第２号様式」を「第２

号様式」に改め、「受ける」の次に「ものと

する」を加え、同条第２項中「６人」を「９

人」に改める。 

 第３条中第５号を削り、第６号を第５号

とし、第７号を第６号とし、第８号を第７

号とする。 

 第４条第１号及び第４号中「または」を

「又は」に改め、同条第５号中「または」

を「又は」に改め、同号を同条第６号とし、

同条第４号の次に次の１号を加える。 

 ⑸ 携帯電話等の通信機器その他電子機

器の類の着信音、操作音等が鳴らない

ようにするとともに、通話をしないこ

と。 

 第５条中「または」を「又は」に改める。 

 第１号様式の前の見出しを削る。 

 第２号様式を次のように改める。 

様式省略 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

告   示（農） 
                    

◎世田谷区農業委員会告示第４号 

 農業委員会等に関する法律（昭和26年法

律第88号）第27条第１項の規定に基づき、

第９回世田谷区農業委員会総会を次のとお

り開催する。 

  令和６年４月23日 

    世田谷区農業委員会会長 

 宍 戸 幸 男 

 １ 開催日時 令和６年４月30日（火） 

午後２時00分 

 ２ 開催場所 三軒茶屋分庁舎３階大小

会議室 

 ３ 審議事項 

  ⑴ 第１号議案 農地法に基づく許可

申請について 

  ⑵ 第２号議案 農地法に基づく転用

届出について 

  ⑶ 第３号議案 その他の事項につい

て 

                    

告   示（監） 
                    

◎世田谷区監査委員告示第４号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199

条第１項、第２項、第５項及び第７項の規

定により実施した令和５年度財政援助団体

等監査の結果に関する報告を、同条第９項

の規定に基づき、次のとおり公表する。 

  令和６年４月８日 

世田谷区監査委員 田 中 文 子 

同        中 根 秀 樹 

同        下 山 芳 男 

同        髙 橋 昭 彦 

                    

  

令和６年５月20日（第758号）
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令和６年５月20日（第758号） 

－ 35 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 35 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 36 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 36 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 37 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 37 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 38 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 38 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 39 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 39 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 40 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 40 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 41 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 41 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 42 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 42 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 43 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 43 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 44 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 44 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 45 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 45 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 46 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 46 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 47 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 47 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 48 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 48 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 49 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 49 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 50 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 50 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 51 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 51 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 52 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 52 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 53 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 53 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 54 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 54 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 55 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 55 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 56 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 56 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 57 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 57 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 58 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 58 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 59 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 59 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 60 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 60 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 61 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 61 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 62 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 62 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 64 － 

◎世田谷区監査委員告示第５号 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199

条第１項、第２項及び第５項の規定により

実施した令和５年度工事監査の結果に関す

る報告を、同条第９項の規定に基づき、次

のとおり公表する。 

  令和６年４月８日 

世田谷区監査委員 田 中 文 子 

同        中 根 秀 樹 

同        下 山 芳 男 

同        髙 橋 昭 彦 

                    

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 63 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 65 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 64 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 66 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 65 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 67 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 66 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 68 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 67 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 69 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 68 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 70 － 

◎世田谷区監査委員告示第６号 

 住民監査請求に係る監査の結果を、次の

とおり公表する。 

  令和６年４月19日 

世田谷区監査委員 田 中 文 子 

同        中 根 秀 樹 

同        下 山 芳 男 

同        髙 橋 昭 彦 

 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 69 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 71 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 70 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 72 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 71 －



 

 

令和６年５月20日（第758号） 

－ 73 － 

  

令和６年５月20日（第758号）

－ 72 －
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